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1．はじめに 

 
 ペルおよびポリフルオロアルキル化合物（PFAS）は、

炭素-フッ素結合による極めて高い化学的安定性を特徴

とし、1940年代の開発以来、泡消火薬剤、撥水・撥油製

品、半導体製造用途など、産業分野から日用品まで幅広

く活用されてきた。しかしながら、難分解性、生物蓄積

性および生殖毒性等の有害性が明らかとなり、2000年代

以降、代表的な化合物であるペルフルオロオクタンスル

ホン酸（PFOS）、ペルフルオロオクタン酸（PFOA）、ペ

ルフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS）は、ストック

ホルム条約における規制対象物質として指定され、国内

においても化審法の第一種特定化学物質に位置づけられ

ている。 
水質管理の観点では、PFOS および PFOA が水道水質

管理目標設定項目に指定されており、2026年4月からは

50 ng/L を基準値とする水道基準への格上げが予定され

ている。これにより、水道事業者には基準遵守と定期検

査の義務化が見込まれている。全国各地で表流水や地下

水における PFAS 汚染が相次いで報告される中、水道水

源や生態系への長期的影響が懸念されており、水源の変

更や活性炭処理等の緊急対応が実施されている状況であ

る。 
土壌環境においては、疎水基を有する PFOS や PFOA

が土壌粒子への吸着性を示し、長期間にわたって土壌中

に残留することが知られている1）。国内では土壌中PFAS
濃度に関する基準値は未設定であるものの、海外では土

壌含有量の目標値設定に向けた動きがあり、世界各地の

環境調査において土壌からの検出事例が多数報告されて

いる。このような背景から、土壌中 PFAS 濃度の効率的

な低減技術の確立が急務となっている 2)。 
土壌からの PFAS 除去技術として、対象区域への注

水・揚水による原位置土壌洗浄 3)が注目されている。溶

媒を用いた PFAS 除去の有効性が示されており、特に砂

質土壌からのPFAS溶出において、水を溶媒とした場合に

約90 %の除去率が得られること、溶媒温度の上昇により

土壌からの液相への移行が促進されることが示されてお

り、注入水に温水を用いること地盤を加温して土壌に吸

着した PFAS の液相への移行を促進させ、揚水により効

率的に除去・回収できる可能性がある 4）。 
本研究では、地盤加温技術を併用した原位置土壌洗浄

（以下、加温原位置土壌洗浄）のPFOA含有土壌に対す

る有効性を評価することを目的として、室内土壌カラム

試験とPFOA等のペルフルオロカルボン酸類（PFCAs） 
含有砂質土壌に対して温水を用いた原位置浄化の現地実

証試験を実施した。 

 
2．実験の方法室内土壌カラム試験 

 
2.1 試験方法 

 
 原位置土壌浄化洗浄を模擬した室内カラム試験の概要

を図－1 に示す。カラム試験では、PFOA を含有する砂

質土壌（20%粒径D20からの推定透水係数2.9×10-5 m/sec、
自然含水比27.4 %、土壌pH 5.2、土粒子密度2.6 g/cm3）

を供試土壌とし、ガラスカラム（φ30 mm×長さ300 mm、
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1．はじめに 

 
有機フッ素化合物の中で，ペル及びポリフルオロアル

キル化合物の総称を PFAS と呼び，代表的な物質として

ペルフルオロオクタンスルホン酸 (PFOS)，ペルフルオ

ロオクタン酸 (PFOA)，及びペルフルオロヘキサスルホ

ン酸 (PFHxS)がある．国内での法規制も進み，PFOS・
PFOA・PFHxS は化学物質審査規制法の第一種特定化学

物質に指定され，これらを含む製品の製造・輸入・使用

が規制されている 1)．これらの物質は環境残留性，及び

人体蓄毒性が指摘されている．2025 年の 5 月には，炭

素数9～21 の長鎖ペルフルオロカルボン酸(LC-PFCA)と
その塩，及びLC-PFCA 関連物質の附属書A への追加が

決定した 2)．また，令和 5 年 2 月に水質汚濁防止法施行

令の一部が改訂され，PFOS・PFOAが指定物質に追加さ

れたことにより，漏出等の事故が発生した際の報告義務

が課されることとなった．さらに，同法の要監視項目に

位置付けられ，指針値としてPFOS・PFOA の合計値 50 
ng/Lが設定された 3)． 
近年，環境省，及び各自治体が実施した全国的な調査

により，日本各地の地下水等において指針値の50  ng/L
を超過する PFAS 汚染の実態が明らかとなっている 4)．

PFOS・PFOA・PFHxSは水に溶け易い性質を有すること

で知られる 5)．土壌に付着したPFOS・PFOA・PFHxSは

降雨による地盤への浸透や地下水流動によって拡散する

と考えられ，全国的に潜在的な PFAS 汚染土壌が存在し

ている可能性がある．上述した流動性の高さゆえに，

PFAS 汚染土壌を起点に二次的な汚染拡大が懸念されて

おり，浄化や拡散防止等の対策が求められる．現時点で

は土壌中の PFAS 濃度に関する基準値は設定されていな

いが，水道水への基準や公共揚水域に係る指針値が策定

された 3)こと受け，今後は土壌への規制についても議論

が活発になると考えられる． 

PFAS含有廃棄物に関しては，環境省にて定めた「PFOS
及びPFOA含有廃棄物の処理に関する技術的留意事項」 
6)に則した測定方法や焼却処分のガイドラインと成り得

るものがある．一方，PFAS 汚染土壌に関しては，環境

省により「土壌中のPFOS、PFOA 及びPFHxS の暫定測

定方法について」(以下，暫定測定方法という)が示され
7)，対策技術の開発が進められている段階 8)にあり，明確

な指針は現時点では示されていない．一部報告では，

PFAS汚染土壌についても，焼却によるPFASの分解除去

が可能であるとする報告もある 9)．しかしながら，汚染

サイトから焼却施設へ PFAS 含有汚染土壌を全量掘削し，

搬出することは、物理的にも費用面においても困難なケ

ースが多いと想定される．また搬出可能な量は，焼却施

設の処理能力に大きく依存してしまい，必要な時に必要

な処分が可能とは限らない．そのため，焼却に代わりう

る PFAS 汚染土壌に対する浄化技術の開発が急がれてい

る． 
そこで，PFAS 含有土壌の対策手法として，不溶化処

理に着目した．不溶化処理はオンサイトでの処置であり，

汚染土の搬出抑制が可能な方法である．また，地域性に

左右されずに施工することが可能である． 
海外では，粉末活性炭を対象土壌中に注液分散させ

PFAS 汚染の拡散を防止する技術の開発も実施されてい

る 10)．一方で，PFAS を吸着した活性炭から PFOS が漏

出した事例の報告 11)もあり，活性炭に吸着した物質の再

溶出が懸念される． 
筆者らは，PFAS を選択的に捕集する鉱物系の特殊吸

着材（以下，鉱物系吸着材という．）を用い，PFAS汚染

土壌と混合することでPFASを不溶化し，PFASの土壌中

での拡散防止を図ることを目的とする基礎実験を実施し

た．鉱物系吸着材は，自然由来成分からなる無機系材料

を原料としており，地盤材料と混合しても環境に影響を

もたらさない．土壌・地下水中における PFAS の移動性
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1．はじめに 

 
有機フッ素化合物（以下、PFAS）は、撥水・撥油性、熱・

化学的安定性等の物性を示すことから、金属メッキ処理剤、

水成膜泡消火剤および調理用器具コーティング剤等の幅

広い用途で使用されている。PFASに明確な定義はないが、

およそ数千種類の物質が特定されており、その管理の在り

方について国際的に議論されている。 
PFASの中でもペルフルオロオクタンスルホン酸（以下、

PFOS）とペルフルオロオクタン酸（以下、PFOA）および

ペルフルオロヘキサンスルホン酸（以下、PFHxS）につい

ては、過去に幅広く使用されてきたが、有害性や高い環境

残留性等をふまえて、残留性有機汚染物質に関するストッ

クホルム条約（POPs 条約）の対象物質として国際的に製

造および使用や排出が制限されている。PFOSとPFOAの

直鎖型イオンの構造式を図-1に示す 1)。いずれの物質も炭

素とふっ素が直鎖型で多数結合しており、末端がスルホ基

かカルボキシル基の構造となっている。 
環境中のPFOS およびPFOA については、2020 年度に

水環境に関する指針値（暫定）（PFOSとPFOAの合算50 
ng/L）が挙げられている。環境省が公表した 2023 年度の

PFOS および PFOA の水質測定結果 2)では、調査を実施

した 2,078 地点のうち、242 地点で指針値（暫定）を超過

する値が検出され、PFOSおよびPFOAが環境中に広く存

在することが確認された。一方、PFHxSは2021年度に水

道水における要検討項目に設定されており、今後も法制度

の動向が注目される。一方、都道府県等も地域の実情に応

じて調査を実施している。 
PFOSおよびPFOAで汚染された土壌の処理事例は、ス

ラリー化した掘削土壌に対して資材を混合することによ

る泡沫連行および吸着に伴う洗浄処理がある 3)。また、原

位置処理として、酸化剤を注入した後に地盤内を加熱する

こと 4)やPFAS汚染土壌がアルカリ環境で液相に移行しや

すくなるという特性を利用したアルカリ資材と酸化剤の

併用 5)によって処理効果を促進する技術もある。その他に

キャビテーションによる処理 6)、活性炭による地下水の処

理などが挙げられる 7)。 
著者らは、PFASのうち、主にPFOSとPFOAによる汚

染土壌・地下水の処理技術を検討している。検討技術は、

汚染土壌・地下水のいずれに対しても適用できるように、

PFASの多くが地盤内において土壌から地下水に移行しや

すいという特性 8)を有するという点に着眼している。また、

より低コストで低環境負荷な処理技術の開発を目指して

おり、汚染土壌・地下水からPFASを分解・除去する技術

に加えて、濃度低減や敷地外への汚染拡大防止技術などを

開発中である 5)。 
本稿では、汚染土壌からのPFAS溶出を抑制する不溶化

処理と井戸を用いて地下水の流れを強制的に大きくし、地

盤内から汚染土壌・地下水のPFASを抽出する原位置土壌

洗浄の効率化に関する試験結果について報告する。 

図-1 PFOSとPFOAの構造式（直鎖型イオン）1) 
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2．開発技術の概要 

2.1 不溶化処理 

 

汚染物質の不溶化処理は、掘削した汚染土壌を現地で不

溶化するオンサイト処理（図-2）と汚染土壌を掘削せずに

不溶化処理を行う原位置処理（図-3）がある 9)。前者は、

掘削土壌に対して不溶化資材を混合した後に埋め戻しま

たは場外へ搬出する方法であり、後者は、地盤内の汚染土

壌と不溶化資材を建設重機によって混合攪拌 10)するか井

戸や裸孔等から不溶化資材を地盤に浸透させるものであ

る 11)。 
PFAS汚染土壌に適用できる不溶化資材について、国内

での報告例はないが、ふっ素及びその化合物に適用される

不溶化資材は複数の事例が報告されている。大山らは酸化

マグネシウムを添加することで不溶化処理した事例を報

告している 12)。高橋らは鉄鋼スラグ含有ふっ素に対して

アパタイト処理を行い、フルオロアパタイトの形成による

鉱物学的不溶化を検討しており、カルシウムやリン酸の添

加量が多いほどふっ素の溶出濃度が減少することを示し

た 13)。亀井らは半水石膏に含まれるアルミナ、酸化カルシ

ウム、硫酸カルシウムの水和反応で生成されるエトリンガ

イトと高炉セメントB種により不溶化処理を行った 14)。 
本検討では、実際の汚染サイトにおける不溶化処理施工

中の重機作業および処理後の掘削・積込などのハンドリン

グ性確保を勘案して、不溶化および固化の両方の効果を有

する資材を選定することとした。そこで、過去の事例も踏

まえて、カルシウム系 15)およびマグネシウム系 11)の資材

の内、マグネシウム系の資材を用いた不溶化処理の適用可

能性を探索した。ただし、ふっ素は高い電気陰性度を有し

ており、短い原子間距離であるPFASのC-F結合を切断す

るためには、高エネルギーが必要である 16)。そのため、フ

ッ化カルシウムやフッ化マグネシウムなどの難溶性の化

合物への形態変化は期待できない。一方、正に帯電した媒

体と陰イオン性PFASの間には静電引力が形成され、陽イ

オンの架橋効果も静電引力とみなすことができる。また、

陽イオンは、有機物よりも吸着性が高いことからPFASの

土壌からの溶出を抑制できる 17) , 18), 19)。さらに、粉末活性

炭は PFAS の吸着性があることが知られている 20)。そこ

で、本稿でのPFAS汚染土壌の不溶化処理は、陽イオンと

粉末活性炭の吸着および固化を期待して検討するために、

PFAS溶出抑制と強度発現の効果を確認した。 
 
2.2 原位置土壌洗浄 

 
原位置土壌洗浄の概要図を図-4 に示す。本技術は、注

水井戸から清水または必要に応じて脱離促進薬剤を注入

し、同時に地下水を揚水することにより汚染土壌から対象

物質を抽出する。対象物質を抽出した地下水は、揚水井戸

から回収して地上に設置した水処理設備で対象物質を分

離回収する。つまり、注水井戸と揚水井戸によって地下水

流れを強制的に大きくすることで、汚染土壌から対象物質

の抽出を促進できる。 
本技術の適用性を評価するためには、対象土壌を用いた

ビーカー試験や通水カラム試験等のトリータビリティ試

験を実施する。本稿では、有機物を含む土壌に試薬で濃度

調整した模擬汚染土壌を用いた通水カラム試験によって

原位置土壌洗浄を模擬した試験結果を報告する。 
PFAS汚染地盤に対しては、原位置土壌洗浄への適用可

能性を期待できることを確認したものの、有機物を多く含

む地盤に対しては PFAS の土壌吸着性が高くなる 21)こと

から洗浄効果が希薄になる可能性があった。そこで、本稿

図-3 原位置不溶化処理 施工イメージ図 

図-2 オンサイト不溶化処理 施工イメージ図 

注水設備
(洗浄水)

水処理
設備

不飽和層

帯水層

難透水層

汚染範囲

注
水
井
戸

揚
水
井
戸

図-4 原位置土壌洗浄 施工イメージ図 
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では、アルカリ環境にすることで土壌中のPFASの分配係

数が小さくなる（土壌からPFASを剥離しやすくする）と

いう既往文献 22)を参考にして、原位置土壌洗浄を効率化

するためにアルカリ水と清水を断続的に通水することで、

処理地盤のpH環境の改善ならびにPFASの濃度低減に関

する基礎検討の結果を報告する。 
 
3．試験方法 

3.1 不溶化処理 

 

不溶化処理の適用性は、環境省「令和 6 年度 PFOS 等

の濃度低減のための対策技術の実証事業」23)の一環として

実汚染土壌を用いた試験により検討した。今回の実証事業

では、掘削した土壌と資材を混合するオンサイト処理を実

施した。不溶化処理は、マグネシウム系の資材と固化材、

吸着材を併用して、汚染土壌と混合し、土壌からのPFAS
溶出の抑制効果と処理土壌の強度発現を確認することで

確認した。使用した資材は、マグネシウム成分として酸化

マグネシウム、固化材として高炉セメント B 種、吸着材

として粉末活性炭である。 
本稿では、室内試験と攪拌機を用いた本試験の結果を報

告する。室内試験は、本試験に先立って、土壌に対しての

資材の適正な添加量を確認するために実施し、本試験は実

施工を考慮して攪拌機を用いて実施した。 
室内試験では、土壌100 gに対して酸化マグネシウムを

3 g、高炉セメントB種を14 g、粉末活性炭を0.5 gもしく

は2 g添加し、水道水で固化材が固結する程度に含水比を

調整した。本試験では、土壌 400 kg に対して酸化マグネ

シウムを 12 kg、高炉セメントB 種を 56 kg、粉末活性炭

を 8 kg 添加し、水道水で固化材が固結する程度に含水比

を調整した。 
本試験では、実サイトを想定して小型の二軸攪拌機（写

真-1）に土壌と資材を投入した後に 1 分間の攪拌を実施

した場合の処理効果を確認した。本試験は、12 m×10 mの

テント内に底面養生した試験ヤードを設置して実施した。 
室内試験と本試験ともに、処理土壌を7日間養生した後

に分析試料として使用した。土壌溶出量は、環境省による

「土壌中のPFOS、PFOA及びPFHxSに係る暫定測定方法

（溶出量試験）」24)を適用した。ここで、各物質の定量下限

値は、0.2 ng/Lである。 
また、オンサイト処理では、処理後の土壌を場内運搬な

らびに埋戻土として利用するために、一定の強度が必要で

ある。強度発現試験では、直径 5 cm×高さ 10 cm のモー

ルドに充填し、7日間養生した後、円筒形モールドから脱

型した試料体を用いて強度発現について確認した。円筒形

モールドへの充填方法は JGS0821（安定処理土の締固めを

しない供試体作製）に、一軸圧縮試験は JGS0511（土の一

軸圧縮試験方法）に準拠した。 
 
 

3.2 原位置土壌洗浄 

 
 原位置土壌洗浄を模した試験を行うために、土壌に対し

て試薬を添加し、濃度調整した模擬汚染土壌を使用した。

模擬汚染土壌は、土壌と試薬を調製した溶液を液固比2で
振とうすることで作製した。土壌は、一般に洗浄が困難と

される高有機質土に対する洗浄効果の確認を目的として、

珪砂と黒ボク土を重量比で珪砂：黒ボク土＝8：2 で混合

した。作製した土壌の粒径分布は 75 μm～2 mm：84.9%、

5～75 μm：7.6%、5 μm未満：7.4%であった。試薬は、WAKO
製の純度95%を使用した。溶液は、土壌に対してイオン交

換水に20 μg/L（PFOS、PFOAで各 10 μg/L）の試薬を添加

した。 
模擬汚染土壌の作製工程は、振とう機を用いて 92 rpm

において 4～5 cm の水平振とうおよび一定期間の静置す

る作業を4回繰り返した。各工程の時間は、振とう時間を

5 分間、静置期間を 7 日間として合計 28 日間養生した。

養生後は、吸引ろ過により上水を除去し、固形分を風乾し

て模擬汚染土壌を作製した。模擬汚染土壌の土壌溶出量お

よび土壌含有量は、環境省による「土壌中のPFOS、PFOA
及び PFHxS に係る暫定測定方法（溶出量試験、含有量試

験）」24)を適用した。ここで、各物質の定量下限値は、100 
ng/L（ng/kg）である。 
洗浄工程の試験では、脱離促進薬剤としてアルカリ資材

であるセスキ炭酸ナトリウム（以下、セスキ）を用いた。

試料土壌からのPFASの脱離促進の効果は、バッチ試験で

評価した。バッチ試験は、試料土壌に対して洗浄液（水も

しくはセスキ溶液）を加えて、液固比 2、環告18 号で 10
分間振とうした。振とう後に、5 分間で 3,000G の遠心分

離および1 μmのメンブレンフィルターで減圧ろ過を行い、

土壌に新たな洗浄溶液を加えた。繰り返し回数は 10 回と

して、10 回目の洗浄後に土壌溶出量および土壌含有量を

分析した。 
バッチ試験の実施後には、原位置土壌洗浄を模擬した試

験として、通水カラム試験を実施した。通水カラム試験で

は、セスキ溶液を連続的に通水する場合とセスキ溶液と水

写真-1 本試験の状況 

- 13 -



道水を断続的に通水する場合、それぞれにおける処理地盤

のpH変化を評価した。 
通水カラム試験の仕様は、既往検討 25)と同様の仕様と

した。試験イメージを図-5 に示す。処理対象とする土壌

は、内径5 cmのアクリルカラムに対して、高さが5 cmと

なるように充填した。充填土量は、湿潤密度から決定し、

ISO/TS 21268-3 (Up-flow percolation test)に準拠して実施し

た。5 層ほぼ均等に分割し、各層で 125g のランマーを高

さ20cmから3回落下させることで締固めた。対象とする

カラム内の間隙水を充填させるためにカラム下端から水

道水で浸透し、土壌の上端まで湛水して 3 日間静置した。

その後、カラム下端からセスキもしくは水道水を通水速度

0.001 cm/secで流した。また、セスキもしくは水道水の通

水量は、間隙水の交換量を示すカラム内の間隙体積と積算

通水溶液の体積の比（PV: Pore Volume）で管理した。また、

間隙率は0.3とした。セスキと水道水を断続的に通水する

ケースは、PV=0～2、10～12、20～22でセスキ、それ以外

は水道水を通水した。試料水を採取する頻度は、PV=1～
30 で採水した浸出水の pH と PFOS を適時分析した。な

お、本稿では、土壌の吸着性が高いPFOSのみを記載する。 
 
4．試験結果と考察 

4.1 不溶化処理 

 

図-6に不溶化処理の室内試験の結果を示す。図中のBL
は未処理土壌の溶出量測定結果を示しており、PFOA が

15,000 ng/L、PFOSが0.2 ng/L未満であった。一方、酸化

マグネシウムと高炉セメント B 種と活性炭を混合した処

理土のケースでは、活性炭の添加量が0.5 gのケース（図

中の活性炭(少)）と2 gのケース（図中の活性炭(多)）の結

果を示す。活性炭(少)は、PFOA が 66 ng/L まで減少し、

BL のPFOA 濃度に比べると99.6%の溶出量低減効果があ

った。一方、活性炭(多)は、PFOA が 3 ng/L まで減少し、

BL のPFOA 濃度に比べると99.9%の低減効果があった。

なお、PFOSは未処理土と同様に0.2 ng/L未満であった。 
本試験では、攪拌機を用いて処理を実施した。その結果、

処理前のPFOA 23,500 ng/ Lに対して、PFOA 2 ng/Lと処理

前後で99.9%以上の低減効果を確認した。本試験で使用し

た試料土は室内試験に比べて溶出量が高い土壌であった

が、十分な溶出量低減効果が得られた。 
また、本試験の処理土壌について一軸圧縮強度試験を実

施した結果、養生7日目において1,820 kN/m2の強度が得

られた。固化処理工法研究会では建設重機の作業地盤とし

て必要な強度の目安を 100～200 kN/m2としており 26)、本

処理によって十分な地盤強度が確保できることを確認し

た。 
 

4.2 原位置土壌洗浄 

4.2.1 アルカリ資材の選定試験 

 図-7と図-8にバッチ試験による試験で用いた模擬汚染

土壌の土壌溶出量と土壌含有量の結果を示す。図中横軸の

水はイオン交換水、セスキはセスキ炭酸Naを溶液とした

ことを示す。土壌溶出量は、処理前のPFOSが1,300 ng/L、
PFOAが4,100 ng/L、水のPFOSが400 ng/L、PFOAが200 
ng/L、セスキのPFOSが200 ng/L、PFOAが100 ng/Lとな

図-5 原位置土壌洗浄を模擬した試験イメージ 
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図-7 バッチ試験結果（土壌溶出量） 
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図-6 不溶化処理（室内試験）の試験結果 
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った。土壌含有量は、処理前のPFOSが38,000 ng/kg、PFOA
が39,000 ng/kg、水のPFOSが45,000 ng/kg、PFOAが13,000 
ng/kg、セスキのPFOSが26,000 ng/kg、PFOAが8,900 ng/kg
となった。このことから、土壌溶出量に関しては、水のみ

でも処理前に比べて 80%程度の低減効果がある。しかし

ながら、土壌含有量では25%程度の低減効果であった。一

方、セスキを溶液とした場合は、土壌溶出量が90%程度、

土壌含有量は40%程度の低減効果があった。また、水のみ

の土壌含有量において PFOS 濃度が若干上昇した原因に

関しては、今後検討する。以上のことから、脱離促進資材

として用いたセスキにより洗浄効果が高くなることが示

された。 
 
4.2.2 原位置土壌洗浄を模した試験 

 
 図-9 ならびに図-10 に通水カラム試験による浸出液の

pH 変化と浸出水の PFOS 濃度を示す。セスキを連続通水

した場合は、継続的にpHが上昇しPV=30で10程度とな

った。一方、セスキと水道水を断続通水した場合は、pHが

増減し PV=30 で 9 程度となった。水道水のみを連続通水

するとPV=30で7程度となった。浸出水のPFOS濃度は、

セスキを断続で通水することによってセスキを連続で通

水するよりも、浸出水の濃度が短期間で高濃度となった。

つまり、カラム内の土壌ならびに水に含まれたPFOSが抽

出されたと考えられる。 
以上のことから、セスキと水道水を断続的に通水するこ

とで処理対象の土壌のpHが大きく変化せず、洗浄水も高

アルカリとならないことから水処理設備への負担が小さ

くなると考えられる。また、土壌と水から効率的にPFOS
が抽出されることが示唆された。 
 
5．まとめ 

 
 本稿では、PFAS で汚染された土壌・地下水に対して、

PFASの特性を考慮して開発した処理技術として、不溶化

処理と原位置土壌洗浄処理の検討結果を示した。 
 不溶化処理に関しては、環境省「令和 6 年度 PFOS 等

の濃度低減のための対策技術の実証事業」23)の一環として

実汚染土壌を用いて検討した。その結果、室内試験と本試

験のいずれにおいても、酸化マグネシウムと高炉セメント

B 種と粉末活性炭を混合することによって未処理土に比

べて99.9%以上の溶出量低減効果を確認した。また、処理

土壌は固化処理工法研究会が示す 100～200 kN/m2を満た

すことから、建設重機の作業地盤としては十分な強度を確

保できていることを確認した。 
 原位置土壌洗浄では、PFAS汚染地盤に対して低環境負

荷な原位置浄化技術として検討した。その結果、バッチ試

験では、セスキ炭酸ナトリウムを脱離促進剤として使用す

ることで、高有機物土壌でも処理効果が高くなる傾向があ

ることを確認した。通水カラム試験では、セスキと水道水

を断続的に通水することでpHが大きく変化しない結果と

なった。これは、処理地盤のpH環境の改善に加えて、処

理期間中の水処理設備への負担を小さくできると考えら

れる。つまり、本処理技術の適用は、処理地盤の環境負荷

の低減と水処理設備の薬剤使用量の低減に伴う低コスト

化に繋がることが示唆された。 
 今後の課題としては、不溶化処理土壌の長期安定性 27)、

原位置土壌処理に対して土質の異なる地盤への適用可能

性などが残っていると考える。今後も効率的な処理技術の

開発および検討を進め、実際の汚染サイトにおける実証試

験なども行いたい。 
 本稿に含まれるデータは、環境省「PFOS等の濃度低減

のための対策技術の実証事業」23)を通じて得た成果の一部

を用いています。発表に際しては環境省及び関係者の許可

を得ていますが、実証事業の最終評価を得る前の段階のも

のとなります。 
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１． はじめに 

 

1.1 災害時における水利用の重要性 

日本は地震や台風などの自然災害が頻発する国であ

り、災害発生直後から避難所における水の確保は、被

災者の健康維持および衛生管理の観点から極めて重要

な課題である。特に、安全な飲用水および生活用水の

持続的かつ安定的な供給は、避難生活の質や生命の安

全に直結するため、その確保と管理体制の強化が喫緊

の課題となっている。1),2) 

さらに近年、国民保護の観点から武力攻撃を想定し

た避難施設（シェルター）の整備が重要視されている。

しかしながら、我が国においてはその建築に関する十

分な経験が蓄積されていないのが現状であり、災害対

応と並行して水資源の確保・管理を含む包括的な避難

施設の設計・運営体制の構築が求められている。3) 

 

1.2 避難所の種類（短期・中長期）と特徴 

避難所は大きく「短期(または、一時)避難所」と「中

長期避難所」に分類できる。短期避難所は災害発生直

後に一時的に避難するための施設であり、利用期間は、

おおむね数時間から 1 日程度である。一方、中長期避

難所は仮設住宅等を含み、数日から数か月に及ぶ避難

生活を想定した施設である。そのため、衛生環境の維

持、生活用水の安定供給、管理体制の継続性など、持続

可能な生活基盤の構築が不可欠となる。 

ただし、日本政府（内閣府・防災担当）は「短期避難

所」「中長期避難所」という法的定義を設けていない。

代わりに、災害対策基本法等において「指定緊急避難

場所（短期的避難のため）」と「指定避難所（一定期間

の生活を伴う避難のため）」を区別しており、これが事

実上「短期」「中長期」の役割分担に相当する。本稿で

は便宜上、両者を「短期避難所」「長期避難所」として

用いる（表-1）。4) 

さらに、行政用語として「避難施設」という表現は一

般的ではなく、多くの場合「避難場所」と「避難所」が

区別されている。すなわち、避難場所は災害直後に命

を守るための一時的な空間を指し、避難所は災害後に

生活を継続するための滞在施設を意味する。本稿でも

この区別に基づき用語を整理する。 

 

表-1 短期避難所と長期避難所について 

区分 目的・役割 主な特徴 

短期避難所 

(=指定緊急避難

場所/避難場所) 

居住者等が災害から命を守

るために緊急的に避難する

施設又は場所 

津波ビルのような建

築物の他に公園や広

場などの場合もある 

長期避難所 

(=指定避難所/避

難所) 

避難した居住者等が災害の

危険がなくなるまで一定期間

滞在し、又は災害により自宅

へ戻れなくなった居住者等

が一時的に滞在する施設 

衛生環境の維持、生

活用水の安定供給、

管理体制の継続性、

持続可能な生活基盤

の構築が求められる 

 

1.3 既存研究・制度の概観 

避難所における水利用に関する研究は、1995 年の阪

神・淡路大震災以降、生活用水に関する市民意識調査

をはじめ、災害時の給水・入浴支援、災害用井戸や貯水

タンクの活用方法など、多岐にわたって蓄積されてき
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2 
 

た。また、政府は避難所生活における水利用管理に関

する指針を策定し、良好な生活環境の確保や水の「適

材適所」利用を促進する具体的なガイドラインを提示

している。5) しかしながら、これらの制度や技術が現

場で十分に機能しているとは言い難く、地域特性や運

用体制を踏まえた柔軟な対応が求められているのが実

情である。加えて、我が国では武力攻撃事態に対応す

るための避難場所や避難所の運用経験は未だ存在せず、

この技術的知見の不足が課題となっている。 

 

1.4 本研究の目的と意義 

本研究は、災害発生時から復興過程に至る避難所に

おける水利用管理について、短期的および長期的な視

点から現状の課題を整理し、持続可能な水利用の実現

に向けた具体的な方策および制度的提言を行うことを

目的とする。特に、最新の被災地ニーズ調査や現場で

の活動報告を踏まえ、技術・制度・人材の連携による実

効性の高い水利用モデルの構築を目指すものである。

これにより、今後の防災・減災政策の実践に資する知

見を提供するものであり、レジリエンスの高い避難所

運営の実現に寄与すると考える。 

 

２． 避難所の時空間・目的による整理と思考過程 

避難所の設置形態は、発生した災害事象に応じて設

置数、範囲等が多種多様となることから、考察すべき

対象要因と範囲をできるだけ絞り込んで明確にする必

要がある。 

前章では、避難所を滞在期間の長短で分類したが、避

難所設置に係る事象の種類（災害対策基本法及び国民

保護法等の対象）に基づく設置目的でさらに分類する

と表-2のようになる。 

災害の相違によって、設置される避難所の数・規模は

大きく変動し、考察すべき対象は多岐にわたる。例え

ば、対象とする1避難所あたりに必要な「機能」と「1

人当たりに必要となる物品量等」を把握することによ

り、全体所要の見積もりが容易になる。すなわち、（1

品目についての必要量）＝（1人/1日当たりの所要量）

×（所要日数）の基本公式に基づき算定することにな

る。ところが、物品ではない「水」に関しては、表-2 に

示すいずれの避難所においても、「生命維持に必要な飲

用水」と「生活維持のための生活用水」の所要量を数値

的に特定することは困難である。生存・生活に必要な

基本数量は、平常時・非常時に関わらずほぼ一定量と

考えられるので、非常時も乗り越えて行けるような給

水体制の仕組みを整えることが、持続可能な水管理の

達成に繋がることになる。 

災害時に生じる水飢餓状態は、断水に伴う支援給水

車の前に長い待ち行列ができる光景に現れている。何

故この光景が消滅することが無いのか？それは、水飢

饉状態を解消する手段が「給水」だけに頼っているこ

表-2 目的による避難所の分類 
目

的 
区分 概要 

想定避難

期間 

全国の指定

数 

一

時 

退

避 

指定緊急避

難場所 

（根拠法：災

害対策基本

法） 

災害の危険から命を守るために

緊急的に避難をする場所であ

り、市町村長により、洪水、崖崩

れ・土石流・地滑り、地震、津波、

大規模な火事等の災害種別ごと

に指定 

数時間〜

1 日程度 
約11.5 万 

仮

の 

生

活 

指定避難所（根拠法：災害対策基本法） 

数日〜数

か月程度 

約10.8 万 

  

一般避

難所 

災害による被害を受けた方また

は受ける恐れのある人が、一定

期間避難生活をするための一時

的な滞在施設  

約8.2 万 

福祉避

難所 

災害時に高齢者・障害者・乳幼

児・妊産婦など「要配慮者」を受け

入れるために特別に指定された

避難所 

約2.7 万 

自主避難所 

（根拠法：な

し） 

自治会や神社など指定避難所以

外に地域住民が独自に定めた避

難所で、個人や世帯で判断した

在宅避難や車中・テント泊につい

ても含む 

― ― 

  

その他の避

難関連施設 

（根拠法：な

し） 

津波避難ビル、臨時的に開設す

る民間施設など 
― ― 

攻

撃 

防

御 

※) 

緊急一時避

難施設 

（根拠法：国

民保護法） 

爆風等からの直接の被害を軽減

するための一時的な避難に活用

する施設で、コンクリート造り等

の堅ろうな建築物や地下街、地

下駅舎等の地下施設を指定 

数時間か

ら数日程

度 

約6.1 万 

※) 

特定臨時避

難施設 

（根拠法：国

民保護法） 

着上陸侵攻、ゲリラや特殊部隊

による攻撃、弾道ミサイル攻撃

及び航空攻撃の 4 つの類型の

武力攻撃事態を対象とし、それら

に伴う爆弾、砲弾、通常弾頭によ

る爆風等から身を守る 

～２週間

程度 

先島諸島の

５市町村で

整備予定 

※）いずれの区分にも「核(兵器)」に関しては触れられていない 

 

とに起因している。「給水支援」を行うためには、「水

源の確保」、「浄水化」、「給水」といった一連の作業が

必要である。そして、その後の「排水処理」につなが

る一連の水運用が行われて初めて「持続的な給水」が

可能となる。水飢饉の解消に対しては、総合的対応の

観点から検討すべきである。 

表-2 の短期避難所・長期避難所について考察を進め

るが、短期の避難では衛生確保のための水の必要量は

限定的である。しかし数日の経過を境にその必要量は

大幅に増加することから、本研究では、長期避難所に

おける持続可能な水利用管理について考察する。考察

の手順は、 

① 2024 年1 月に起きた能登半島地震発災直後に、自

主開発浄水装置を用いて「生活給水」支援をした

現地実績から「1人/1日当たりに必要となる生活

水量」について取得したデータを分析する。 

② 分析にあたっては、「給水可能量」が避難所の生

活環境や衛生状態のみならず、心理状態にも影響

を及ぼすことを考察する。 

③ そして、避難所に必要な機能と課題について、

「核シェルター」（つくば市・日本核シェルター
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協会のモデルルーム研修）を参考例として考察す

る。 

 

３． 避難生活において必要となる水の特徴と排出先 

避難所における生活用水の管理を検討する際には、

その水源・供給水質・水量、さらに排出先までを考慮す

る必要がある。 

 

3.1 水源の特性 

前述したように、避難生活において必要となる水は、

「飲用水」と入浴・洗濯・清掃等に用いる「生活用水」

に大別される。 

飲用水は、ペットボトル等の備蓄水や給水車による

配布が主である。一方、生活用水として利用可能な水

源は「無限」と「有限」に区分され、それぞれ以下の特

徴を有する。 

 水量無限の水源例：井戸（確実性は高いが地震によ

り使用不可となった例あり）6)、河川（豊富だが季節、

降雨で水質変動あり）、池・貯水池（規模が十分であ

れば有効） 

 水量有限の水源：学校プール（25m プールで 300～

400m³）、貯水タンク（容量は少なくパネル式では破

損例あり）7)、防火水槽（消防当局との調整が必要） 

 

3.2 要求水質 

飲用水の必要量は、1人/1日 3リットル (L)が基準と

なっている。8)  水質については、災害時においても健

康上の安全を確保するため、日本水道協会が「震災等

の非常時における水質試験方法」を策定し、最低限の

測定項目を規定している。9) 

なお、過去の大規模地震においては生活用水の不足

が顕著な課題として指摘されており(図-1)10)、能登半島

地震においても深刻な困難となった。ここに、生活用

水には明確な水質基準が規定されておらず、用途に応

じて自己管理を求めることになっている。 

 

図-1 大規模地震の際の困りごと調査結果 10) 

 

 

3.3 避難生活で必要とされる水の量 

(1)スフィア基準の内訳 

能登半島地震の避難所では、飲用水は発災後 1～2日
で配布が開始され、比較的短期間で供給が行き届いた。 

一方、生活用水は数日後に必要性が高まり始めたも

のの、断水が長期化した地域では十分な供給が困難な

ため生活に支障をきたしていた。 

国際赤十字等が示す(通称)スフィア基準11)によれば、

生存に必要な最低水量は1人/1 日 15L とされている。

ただし基準書には、「この数値は最適値ではなく、長期

間避難生活を送っている人にとっては適切ではない。

（中略）都市部の中間所得層では、健康と尊厳を保つ

ためには最低でも1人あたり1日 50L が適切な量であ

るかもしれない。」と記載されている。 

ここに、必要な最低水量とされる 15L の内訳にはシ

ャワー・洗濯・清掃が含まれておらず、平時に豊富な水

資源を享受している日本においては、1 人/1 日 15L の

基準を適用する際に慎重な検討が必要である。（図-2） 

図-2 スフィア基準の水量の内訳 11) 

 

(2)自治体が段階的に水を確保する目標例 

災害発生（発災）以降において、段階的に水確保の目

標を設定している自治体も多い。 

例として、熊本市の地域防災計画（図-3）や千葉県企

業局の水道事業震災対策基本計画（表-3）を示す。この

計画では、発災後10日を経過した時点で1人/1日100L
程度を確保する目標がみられる。 

図-3 熊本市の水確保の目標 12) 

(2) 応急給水の目標水量 
給水量は、災害発生後3 日間については、飲料水として3 ㍑／人・日を目安とし、

応急復旧の期間としては4 週間以内を目標とする。 

○発災直後～3 日間：1 人1 日3 ㍑ (飲料水（生命維持）) 

○10 日目まで：1 人１日20 ㍑ （飲料水＋炊事等（最低生活維持）） 

○21 日目まで：1 人1 日100 ㍑ (上記＋洗濯水等（制限はあるが生活可能）) 

○28 日目まで：ほぼ通常生活（自宅での入浴等） 
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表-3 千葉県の水確保の目標 13) 

応急給水の目標水量 

区分/ 

内容 
期間 期間の設定内訳 

目標給

水量 

水量の 

用途内訳 

第1 次

段階 

(混乱期） 

震災時

から 3 日

まで 

震災直後の混乱期のた

め、浄・給水場及び指定場

所での給水、運搬給水並

びに住民の備蓄水などに

よって対処する期間。 

3(L/人･

日) 

生命維持のた

め最小限必要

な水量。 

第2 次

段階 

(復旧期) 

4 日から

10 日ま

で 

浄・給水場及び指定避難場

所での給水、運搬給水に

より給水量の増量を図る

期間から、応急復旧の進

捗に伴い、仮設給水栓な

どを設置し対処する期間。 

20 (L/

人・日) 
簡単な炊事、洗

面等最低生活

を営むための

水量から、浴

用、洗濯等に必

要な水量まで。 

11 日か

ら 21 日

まで 

100(L/

人･日) 

第3 次

段階 

(復興期) 

22 日か

ら 28 日

まで 

概ね 1 戸1 栓程度が確保

される期間から、平常給水

を行うまでの期間。 

250(L/

人･日) 

第2 次段階か

ら平常時まで

の水量。 

 

(3)能登半島地震被災地での実測値 

著者らは七尾市立小丸山小学校避難所において、

2024年1月23日から3月22日まで生活用水の供給を

行い、避難所運営に関する有用なデータを得た。この

避難所では、最大約 100人、平均63人が避難生活を送

る中、学校プールの水を浄化装置で処理し、水量制限

なく温水シャワー、洗濯機、掃除用水栓等に供与した。 

その結果として、延べ 3,800 人に対して約 95,800Lの

水を供給した。ただし、下水が使えなかったためトイ

レ洗浄水は含んでいない。その間の避難者 1 人あたり

の使用水量を換算して示したのが、図-4 である。トイ

レ水利用、および節水型水循環型シャワーの使用期を

除いた場合、避難者1人1日あたりの水利用量は約33L
であった。このデータから、トイレ用途や夏場の利用

水量増加を考慮するとスフィア基準に併記されている

1 人 1日 50Lが妥当な数値であることを示している。 

図-4 避難者1人あたりに換算した使用水量 

 

3.4 排出先 

水管理においては、生活排水の排出先を確保するこ

とも不可欠である。排出先としては以下が挙げられる。 

 下水道：基本的に重力流下であるが、液状化等によ

り逆流の可能性がある。 

 雨水側溝・河川：無処理で放流されるため、農業・漁

業等の用途への影響を考慮する必要がある。 

 

3.5 学校プールの有効性 

全国に避難所指定学校が約3 万あり 14)、約 2.4万の小

中高等学校にプールが設置されており 15)、小学校のプ

ールでも 300 m3以上の容量があるものが多い。 

表-4 は、避難生活での使用水量を 1 人 1 日 50L とし

た場合に、生活人数別に何日間で何m3の水が必要にな

るかを試算したものである。この表から、300 m3 以上

の容量があるプールを水源とすれば 200人が 30日、あ

るいは 100人が 60日間、生活用水を確保できる可能性

がある。  

 

表-4 避難生活者の人数に必要な水量 

人数 日数 必要⽔量(ｍ３) 

５０ 

1０ ２５ 
２０ ５０ 
３０ ７５ 
６０ 1５０ 

1００ 

1０ ５０ 
２０ 1００ 
３０ 1５０ 
６０ ３００ 

２００ 

1０ 1００ 
２０ ２００ 
３０ ３００ 
６０ ６００ 

 

４．医療・生活面からの課題 

短期あるいは長期避難所における持続可能な水利用

管理については、避難者の医療および生活の側面から

検討する必要がある。とりわけ、衛生や感染症リスク、

高齢者や要配慮者における水利用ニーズ、医療支援体

制と水利用の関連性、さらに水不足が生活の質に及ぼ

す心理的・社会的影響について、医療公衆衛生の観点

から課題を整理する。 

 

4.1 避難所生活における衛生・感染症リスク 16） 

短期あるいは長期避難所の別にかかわらず、多数の

避難者が限られた空間で共同生活を送るため、呼吸器

感染症や感染性胃腸炎などが集団発生しやすい環境と

なる（表-5）。 特に断水や給水量の制約下では、手洗い・

トイレ洗浄・入浴などの生活用水が不足し、ノロウイ

ルス等の感染症、皮膚トラブル、口腔衛生悪化など、多

様な健康被害が顕在化することが報告されている。 
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表-5 避難所で流行しやすい感染症 

 

2011年3月11日に起きた東日本大震災や近年の地震

災害では、手洗い設備の不足やトイレ清掃の遅れが嘔

吐・下痢症の集団発生と関連したことが指摘されてい

る。また、断水が長期化した避難所では、シャワーや手

洗いの機会が十分に確保できず、生活用水が使えない

ことが、感染症リスクと避難者の健康悪化を加速させ

たとの報告もある。 

こうした事例から、飲用水の確保だけでなく、手指衛

生・トイレ・簡易入浴・洗濯などを含む「生活用水」の

最低限の量と適切な水質を計画的に確保することが、

持続可能な水利用管理において不可欠であることがわ

かる。 

 

4.2 高齢者・要配慮者の水利用ニーズ 17) 

長期避難所では、高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児、

慢性疾患患者など、いわゆる要配慮者が多数避難する

こともある。これらの人々は水不足や衛生環境の悪化

による影響を受けやすい。要配慮者支援マニュアルや

避難所運営ガイドライン 18)では、スペースの確保や見

守り体制の構築に加え、水・食料・トイレといった基礎

的な生活環境への配慮が重要であるとされている。 

特に高齢者では、脱水や誤嚥性肺炎のリスクが高く、

飲水量の確保、口腔ケア、トイレへのアクセス性が健

康維持に直結する。一方で、トイレ環境の不備から水

分摂取を意図的に控える行動が生じる可能性もある。

要介護高齢者や障害のある避難者の場合、オムツ交換、

部分清拭、褥瘡予防のための清潔保持など、介護に伴

う水利用ニーズが増加し、一般の避難者とは異なる水

の量・水質・利用パターンを前提とした計画が求めら

れる。 

したがって、避難所では要配慮者が一定割合を占め

ることを前提とし、福祉避難室の設計や屋内安全確保

を行う施設の設置においては、水利用計画に医療・介

護ニーズを組み込むことが不可欠であると考える。 

4.3 医療支援体制と水利用の関係 

令和 6（2024）年 1月 1日に発生した能登半島地震に

おいて、著者の一人が避難所の医療支援体制について

情報収集した結果、診療や投薬といった「医療行為」に

とどまらず、水の利用が感染対策、慢性疾患の管理、口

腔ケア、リハビリテーションなどの「保健・生活支援」

と密接に結びついていた。すなわち、これらの活動は

すべて水の利用に依存している。 

例えば、簡易診療所や医療班が活動するスペースで

は、手洗い場や排水設備の有無が医療安全の管理と直

結していた。さらに、血圧測定や採血後の処置、医療器

具の簡易洗浄などにも一定量の水が必要とされた。ま

た、石川県七尾市の公立能登総合病院がまとめた「令

和 6 年能登半島地震活動報告書」19)によれば、病院の

貯水槽が破損し、発災直後から 101 名の透析患者が金

沢市などの透析医療機関へ救急搬送される事態が発生

した。透析は大量の水を必要とするため、断水の影響

を最も受けやすい医療行為である。 

さらに、災害医療体制や保健師活動の現場では、長期

避難生活の中で糖尿病や高血圧などの慢性疾患の悪化、

口腔衛生の低下、精神疾患の増悪が問題となっていた。

その背景には、水分摂取不足や清潔保持の困難さがあ

り、現地の看護師からも強く印象に残る証言が得られ

た。 

以上の教訓から、避難所の医療支援計画においては、

医療班の配置や動線設計に加えて医療行為および保健

活動に必要な水量・水質を見積もり、臨時医療スペー

スの給水計画に反映させる視点が不可欠であると言え

る。 

 

4.4避難所での水不足が生活の心理的・社会的影響に  

及ぼす影響 20),21) 

避難所生活では、入浴や洗濯ができないことによる

不快感や羞恥心、他者からの視線への過敏さが、スト

レスや睡眠障害、さらには対人関係の悪化につながる

ことが指摘されている。すなわち、水不足は身体的健

康のみならず、避難者の心理的・社会的側面にも大き

な影響を及ぼす。 

とくに、長期化する避難生活においては、清潔を保て

ない状況が「人としての尊厳」の低下として受け止め

られ、自己評価の低下や社会的孤立、抑うつ、アルコー

ル問題などを引き起こし、災害関連死につながり得る

健康リスクを増大させる可能性がある。 

また、トイレ環境の不備から水分摂取を控えたり、混

雑を避けるために排泄を我慢する行動は、身体的リス

クに加えて慢性的な不安感や苛立ちを増幅させ、避難

所内のトラブルや住民間の軋轢の要因となり得る。 

こうした心理的・社会的影響を軽減するためには、

「命を守る最低限の水」の確保から、「入浴・洗濯・ト

イレ・手洗いなど生活の質や尊厳を維持するための水

分類 感染症名 主な感染経路 主な症状

呼吸器感染症 新型コロナウイルス感染症
飛沫感染、接触感染、
エアロゾル感染

発熱、咳、頭痛、喉の痛み、味覚障害、
嗅覚障害など

インフルエンザ 飛沫感染、接触感染
38℃以上の高熱、関節痛、頭痛、喉の痛
み、咳、鼻水など

肺炎球菌性肺炎 飛沫感染 発熱、咳、胸痛など

マイコプラズマ肺炎 飛沫感染 咳、発熱、頭痛、倦怠感など

結核 空気感染 長引く咳、微熱、倦怠感、体重減少など

麻しん（はしか）
空気感染、飛沫感染、
接触感染 発熱、咳、鼻水、眼脂（めやに）、発疹など

水痘（水ぼうそう）
空気感染、飛沫感染、
接触感染 発熱、全身性の発疹（水疱）など

消化器感染症 ノロウイルス感染症
経口感染（食品、水）、
接触感染 吐き気、嘔吐、下痢、腹痛、発熱など

ロタウイルス感染症 経口感染、接触感染
嘔吐、白っぽい下痢（乳幼児に多い）、発
熱など

細菌性食中毒 （O157、
サルモネラなど）

経口感染（汚染された
食品、水） 腹痛、下痢、血便、発熱、嘔吐など

皮膚・その他 疥癬（かいせん） 接触感染
激しいかゆみ、皮膚の発疹（丘疹、結節）
など

伝染性膿痂疹（とびひ） 接触感染
水疱や膿疱ができ、それが破れてびらん
になる

破傷風・ガス壊疽
創部感染（ケガをした傷
口から菌が入る）

破傷風：けいれん、開口障害など / ガス
壊疽：患部の腫れ、激痛、ガス発生など

ツツガムシ病 ダニ媒介感染 発熱、発疹、刺し口（黒いかさぶた）など
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利用」を避難所設計や防災施設計画に数値化しておく

必要がある（表-6）。 

 

表-6 水不足が生活面に及ぼす影響から考える 

避難所設備 

 

 

５．中長期的避難所のモデル施設における水利用管理

への提言 

 

5.1 核シェルターモデルルーム（つくば市）の水利用  

対策に対する考察 

中長期的避難施設の水利用管理を検討する目的で、

著者らは茨城県つくば市に設置されているシェルター

のモデルルーム（写真-1）を訪問（2025 年 11 月 5 日）

した。本施設は、外部からの衝撃および各種災害に対

する防護を目的とした地下構造物である。 

                             

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 中長期的避難施設としてのモデルルーム 

  （地上外部から地下への入口部） 

 

本施設は、とくに核攻撃を含む広範な緊急事態への

対応を想定した地下型シェルターとして設計されてい

る。 

鉄筋コンクリート（RC）の函型構造で、爆風・放射

線・振動のそれぞれに対する耐性能を確保している点

が特徴的である。とくに、核・生物・化学兵器（NBC）
防護性能があるとしている。出入口にはエアロック付

き二重扉が装備され、換気設備に HEPA フィルターと

活性炭層を組み合わせた多段式ろ過システムが採用さ

れている。また、内部をわずかに陽圧に維持すること

で、気密性を保持して外部からの汚染物質侵入を防止

する性能となっている。さらに、外部電力が途絶した

場合にも、蓄電池を備えており、換気等の生命維持機

能を継続できる設計となっているとのことである。 

避難所における水の管理は感染症などの抑制に重要

で、とくに長期的な避難所においては生存に関わる問

題である。現在、本施設においては未整備である。今後

の水管理システムの整備にあたっては、例えば、深井

戸水を主水源とし雨水回収を補助水源とする多重的確

保体制の構築、シャワーや洗面からの排水（グレーウ

ォーター）を浄化処理してトイレ洗浄や発電機冷却水

として再利用するクローズド・ループ型水循環システ

ムの標準装備化などの実装を提言する。 
 

5.2開設・運営の実践と改善 

飲用水供給は備蓄水の配布および給水車の巡回によ

り対応可能であり、能登半島地震においても大きな混

乱は生じなかった。 

一方、生活用水は多様な用途に対応する必要があり、

機材の確保方法（備蓄か搬入か）を事前に計画するこ

とが不可欠である。対口支援が到着するまでの間は地

元のみで開設・運営を行う必要があるため、避難所運

営に特化した訓練が求められる。具体的には、機材の

展開・設置・稼働を伴う数日間の生活体験を通じて操

作に習熟し、課題を抽出・改善することが重要である。 

 

5.3医療・衛生面からの提言（感染症予防、健康維持） 

避難所における持続可能な水利用管理は、感染症予

防と健康維持の必須要件である。断水や給水制約下で

は衛生水の不足が感染症や健康被害を増幅させるため、

飲用水のみならず手洗い・トイレ・入浴・洗濯に必要な

水量と適切な水質の管理を計画的に実施することが不

可欠である。とくに、高齢者や要配慮者は脱水、誤嚥性

肺炎、褥瘡などのリスクが高いので、介護・医療ニーズ

を前提とした水利用計画が求められる。 

さらに、医療支援体制は診療や投薬にとどまらず、感

染対策や慢性疾患管理、口腔ケアなど水に依存する活

動と密接に結びついており、臨時医療スペースの給水

計画に反映させる必要がある。加えて、水不足は避難

者の尊厳や精神的健康に深刻な影響を及ぼし、社会的

孤立や震災関連死の要因となり得る。したがって、第

4.4 節で述べたように、避難所設計や防災計画におい

ては「命を守る最低限の水の確保」を必須要件とし、さ

らに「生活の質と尊厳を維持するための水利用を数値

化し、事前に議論・準備」しておくことが極めて重要で

ある。 

 しかし現状では、避難所における生活用水について、

具体的な必要水量や水質に関する統一的な規定はほ

とんど整備されていない。第3節などで示した知見を

領域 具体的影響 結果 対策（例） 必要な避難所設備

医療
病院機能の停止：手術・透
析停止、器具消毒困難

医療活動の停滞、感
染症拡大

外部からの給水支援の確保。
消毒用アルコールや使い捨て
医療器具の備蓄・利用。 優先
度の低い治療の延期。

簡単な医療スペース(海自
の船の医療室に近い部屋)、
ベッド、救急カート・DMAT
カーの標準装備品程度の医
療品の備え

衛生面
手洗い・調理困難、給水制
限

水系感染症、食中
毒、皮膚疾患

 手指消毒剤の徹底的な配布
と利用指導。 簡易トイレの設置
と管理強化。飲料水と生活用
水の分離。

トイレ、シャワーブース、洗面
所、洗濯場、調理スペース

個人健康
脱水、熱中症、精神的スト
レス

高齢者・慢性疾患患
者に深刻

定期的な体調確認（巡回・問
診）。 飲料水の優先配布と水
分補給の奨励。 専門職による
精神的なケア（傾聴など）。

簡単な医療スペース、ソ
ファー、椅子（医療に準ず
る）

社会
保健所機能の低下、避難
所衛生悪化

公衆衛生活動の停滞

連絡手段の確保、 避難所にお
ける衛生リーダーの育成と組織
化。清掃・ごみ処理ルールの徹
底。

衛星電話、スターリンク、通
信のためのWiFi設備、ごみ
置き場
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踏まえ、災害フェーズ（緊急時・復旧期など）の違い

を考慮した上で、最低限確保すべき水量と、用途別（飲

用・非飲用）の必要水質を早急に標準化・基準化する

ことを提言する。 

 

６．非常時の水管理について（まとめ） 

 

本研究で考察した結果は、以下の通りである。 

(1)本研究では、避難所の種類を「短期避難所」と「中・

長期避難所」と区分して、避難所の目的に応じた分類

で整理した。 

その上で、避難生活の期間が短期または中・長期   

に関わらず、生命維持及び生活維持のためには「水」

の確保が必要不可欠であるという観点から考察を行

った。そして、2024 年能登半島地震発災の支援デー

タに基づいて、1 人/1 日当たり必要な最低水量を提

示した。 

また、避難所における給水は、生命維持のみならず、  

衛生環境、精神面にも波及する観点の重要性が認識

できた。 

 

(2)本研究では、短期および中長期避難所に焦点を当

て、水管理について考察した。避難所における持続可

能な水管理は、「集水（雨水）」～「水源」～「浄水」

～「給水」～「排水」～「排水処理」という「水の流

れの結節点」に沿った連続的な観点から対処してい

く必要がある。つまり、安定・持続可能な水質・水量

確保のための技術的改善（設備更新・モニタリングシ

ステム等）が求められる。 

 

(3)著者の一人は、2023～24年に厚生労働省の日本戦

没者遺骨収集現地調査に参加する機会を得て、パプ

アニューギニアの熱帯雨林のジャングルで 4 回のキ

ャンプを体験した。湿度 90％以上、年間降水量

8,000mm 超のスコールによる豊富な天水があっても

水道施設は無いという環境であった。それでも人々

の生活は成り立っている。 

一方、豊富な雨水がありながら、1時間近くをかけ

てキャンプ地まで水を運んでくれる子供たちの姿を

目にして、その労苦を軽減するためにも調査参加 2
回目以降は、雨水を集水して生活用水として使用し

つつ、その一部を浄化（浄水）して飲用水を確保する

方法を子供たちに伝えることを試みた。 

テント用の小屋組みに掛けたブルーシート屋根の

下にテントを張った。そして、ブルーシートに降り注

ぐスコール雨水を集水し、水源とした。その水源を生

活用水とし、その水源から、浄水ポンプで飲用水を確

保することを実地検証した。（写真-2） 

その後滞在した、ブーゲンビル島ブインの宿泊施

設では、屋根に降り注ぐスコールの雨水を貯水タン         

ク(9000L×2基)に貯留・貯水し、それを全ての生活 

用として所要をまかなっている。 

このように、与えられた資源を、有効に日ごろ使い 

しながら、非常時を平然と乗り越えて行けるような 

「持続可能な自立・自律的な水管理」を目指しつつ、 

写真-2 パプアニューギニアにおける 

スコールの集水実験 

 

各結節点となる機能強化の観点から、たとえ原始的で

あっても確実な手法の一例として参考にしながら、身

の回りの検証を進めていく所存である。 
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1．はじめに 

 
森林は，大気中における二酸化炭素の吸収によって地

球温暖化防止に貢献する地球環境保全機能，木材等の林

産物を算出・供給する木材等生産機能等，国土保全機能

等の多面的な機能が期待されている 1)。一方，近年にお

ける地球温暖化 2)等の影響を受けて，これまでの観測記

録を上回る豪雨が多発し，増水時における河岸の侵食に

よる立木や倒木の流出，渓流沿いの斜面崩壊に伴う土砂

や樹木の流出等，山地河川や森林域における流木化によ

る被害が顕在化している（例えば，図－1）3)。なお，流

木災害は森林資源の喪失とともに，人命・財産への被害

や漁業等の産業活動への被害等の川上から川下までの流

域全体に対して影響を与える 4)。今後，流木被害の軽減

に向けた更なる流木対策の推進が望まれている 1)。 
このような中，これらの豪雨に伴った水災害の激甚

化・頻発化等を踏まえ，堤防の整備，ダムの建設・再生

などの対策をより一層加速するとともに，集水域から氾

濫域にわたる流域に関わるあらゆる関係者が協働して水

災害対策を行う流域治水等の推進が求められている 5), 6)。

一方，地震等により崩壊した斜面上の倒木の二次移動防

止について，緊急的に対策を講じるための簡易的な流木

対策工が必要となる。なお，現在において流木対策工に

ついては試行的に提案されている例えば，7),8),9)。しかしなが

ら，これらの流木対策工は安定性能を確保するため，比

較的に規模の大きなコンクリート基礎を必要とするもの

などが多く，簡易的かつ省人化で即応可能である新たな

流木対策工の提案が求められている。また，これらの流

木対策工の効果的な配置に関する更なる知見の整理が必

要 7)である。そこで，本研究では，地震後等の緊急時に

おいて即応可能な簡易設置型の流木対策工を開発すると

ともに，その効果的な配置について提案する。 
 
 
2．簡易設置型流木捕捉工の開発 

 
緊急時にも即応可能な新たな流木対策工として，簡易

的にあと施工が可能な流木捕捉工を提案する。なお、提

案する流木捕捉工（捕捉杭）の適用例を図－2 に示す。

図－2に示すとおり，上流から流下してくる流木を，複 
 

 

図－1 地震後の能登半島豪雨による流木による被災事例 
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1．はじめに 

 
コンクリートは現代の建設材料として不可欠であり、防

衛施設や社会インフラの基盤材料として広く用いられて

いる。高い剛性・成形自由度・耐久性を有し、長期にわた

り構造性能を発揮することが期待される一方で、近年の防

衛インフラには構造性能に加えて、エネルギーの確保とマ

ネジメント（エネルギー保障）という新たな役割が求めら

れている。センサーや監視カメラ、通信機器、ゲート制御、

環境モニタリングなど電力を必要とする機器は増加の一

途をたどっており、非常時における電力供給の途絶は防衛

施設の機能喪失に直結するリスクとなる。 
蓄電コンクリートは、コンクリート内部にカーボンネッ

トワークを形成して電子伝導性を付与し、発熱機能や蓄電

機能を持たせたスマートマテリアルである。これにより、

コンクリートそのものを蓄電体として活用し、太陽光発電

などの再生可能エネルギーを利用したノングリッドの電

源供給や停電時の非常用電源確保に寄与できるほか、通電

により発熱体として機能させることで、融雪・凍結防止を

通じて防衛施設の継続運用性（レジリエンス）向上に資す

ることが期待される。 
本研究では、ロードヒーティング用途を想定した「発熱

するコンクリート」について、電気抵抗率および圧縮強度

の基礎物性を確認した上で、−7 ℃および −10 ℃の低温

環境下でパネル供試体に通電し、表層厚さや電極種別が温

度分布および電気抵抗の変化に与える影響を評価した。 
さらに、「電気を蓄えるコンクリート」については、電

気抵抗率・圧縮強度に加え、サイクリックボルタンメトリ

ー（CV）試験により蓄電特性（エネルギー密度等）を評

価するとともに、内部電解質の乾燥抑制に資するコンクリ

ートハウジングの封止性能を確認し、実用化に向けた材

料・構造の妥当性を検討した。この結果をもとに防衛施設

におけるエネルギー保障や計測運用性への寄与を明らか

にする。 
なお、本研究は米マサチューセッツ工科大学（MIT）と

の共同研究として推進しており、社会実装を見据えた検討

を進めている。 

 

2．電子伝導性コンクリートの概要 

 

コンクリートは、セメントと水との水和反応によって生

成される水和物が骨材同士を結合することで硬化する材

料である。この硬化過程において、毛細管空隙やゲル空隙

といった微細な細孔が形成され、これらがコンクリート内

部に連続的に分布する（図－1）。 

図－1 コンクリート内部の細孔の分布イメージ 

- 31 -



 

このような細孔構造を有するコンクリートに疎水性を

有するカーボンブラックを添加すると、カーボンブラック

粒子は水に分散せず、水和反応にも取り込まれないため、

セメント水和物の周囲や細孔壁面に沿って凝集・分布する

特性を示す。その結果、カーボンブラック粒子同士が連結

した三次元的なネットワーク構造が形成され、コンクリー

ト内部に電子の移動経路が確保される。 

このようにして電子の伝導が可能となったコンクリー

トは、従来の絶縁体としての性質とは異なり、電流を流す

機能を有する材料となる。本稿では、このような性質を示

すコンクリートを「電子伝導性コンクリート」と定義する。 

 

2.1 電子伝導性コンクリートのメカニズム  

 

カーボンブラックを添加したコンクリートの導電性発

現メカニズムは、主に二つの理論で説明される。一つは「導

電性パス理論」であり、カーボンブラック粒子が互いに接

触して連続的な導電経路を形成する理論である。もう一つ

は「トンネル効果理論」であり、粒子間が直接接触してい

なくても、間隔が非常に小さく、かつ十分な印加電圧が備

える場合には、電子が障壁を「トンネル効果」により透過

し、電流が流れる現象である。したがって、電子伝導性コ

ンクリートの電気特性は、カーボンブラックの添加量、分

散状態、粒子間距離、および形成されるネットワークの連

続性に大きく依存する。 

電子伝導性コンクリートは、コンクリート内部に形成さ

れたカーボンネットワークを、電子がこれら 2 つのメカ

ニズムにより通過することで、電流を流すことが可能な材

料である。 

この電子伝導性コンクリートを応用することで、自己発

熱を利用したロードヒーティングや床暖房に展開可能な

「発熱するコンクリート」と、蓄電池として機能する「電

気を蓄えるコンクリート」という二つの機能を発現させる

ことができる。以下に、それぞれのメカニズムについて順

に説明する。 

 

2.2 「発熱するコンクリート」のメカニズム 

 

「発熱するコンクリート」は、電子伝導性コンクリート

に通電する際に発生するジュール熱により、コンクリート

を温め、ロードヒーティングとして活用可能なコンクリー

トである。これは、通電時に電子が炭素原子と衝突した振

動エネルギーによりジュール熱が生まれ、発熱する。この

熱がコンクリート表面まで伝導し融雪することが可能と

なる（図－2）。 

 

2.3 「電気を蓄えるコンクリート」のメカニズム 

 

二つの電子伝導性コンクリートの電極の間に電解質を

含浸させたセパレーターを挟み、電圧を印加すると、二

つの電極はそれぞれ正極および負極として分極する。正

極側では正電荷が電極表面に引き寄せされ、これに対応

して電解質中の陰イオンが電極へ引き寄せられて蓄積す

る。一方、負極側では電子が電極側に蓄積し、それに対

応して陽イオンが集積する。結果として、各電極と電解

質の界面に電気二重層が形成され、エネルギーが貯蔵さ

れる。 

放電時には、外部回路を介して両電極を接続することで、

負極側に蓄えられた電子が外部回路を通じて正極側へ移

動し、電流が流れる。以上の蓄電・放電過程は主として界

面での電荷分離と移動に基づく物理過程であるため、繰り

返しの充放電が可能であり、蓄電コンクリートはスーパー

キャパシタ型蓄電デバイスとして機能する（図－3）。 

 

3. 電子伝導性コンクリートの実証試験 

  

 本研究では、電子伝導性コンクリートを基盤とする「発

熱」および「蓄電」の両機能に着目し、防衛施設を含むイ

ンフラ構造物におけるエネルギー保障と継続運用性への

適用可能性を検討するため、実証試験を実施した。本章で

は、発熱パネルを用いた低温環境下での発熱挙動の評価と、

蓄電コンクリートの蓄電特性の検証を行う。 

 

3.1「発熱するコンクリート」の基礎性能試験 

 

本研究に先立ち、「発熱するコンクリート」を応用した

ロードヒーティング用途への適用可能性を把握すること

を目的に、前試験として発熱パネルを用いた低温環境下で

の発熱性能に関する実証試験を実施した。前試験は、2024
年12 月から約 3 か月間、札幌市大通公園で行った（写真

－1）。 
本前試験で用いた発熱パネルは、モルタルにカーボンブ

図－2 発熱コンクリートのメカニズム 

図－3 電気を蓄えるコンクリートのメカニズム 
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ラックを添加して電子伝導性を付与した材料により製造

したものである。低電圧（30 V以下）での運用を想定し、

材料の電気抵抗率を約 1 Ω・m に設定することで、24 V 
印加時に約 10 A の電流が流れ、240 W/m² 程度の発熱量

が得られるよう設計した。 
本前試験では、北海道建設局のロードヒーティング設計

指針において道南・道東エリアの設計発熱量として示され

ている 240 W/m² を参考条件として検討を開始した。当該

条件では、この条件ではパネル表面温度が比較的高くなる

傾向が確認されたため、発熱量を段階的に低減して評価を

行った。その結果、外気温が約 −5 ℃の条件においても、

発熱量を約 120 W/m² まで低減した状態で安定した発熱

挙動が得られることを確認した。 
以上の結果は、本研究における発熱性能設計の指針を得

るための前試験として位置づけられる。一方で、モルタル

材料では強度および耐久性の観点から、車路などの荷重条

件が厳しい用途への適用が困難であると考えられたため、

本研究では材料をモルタルからコンクリートへ移行し、適

用範囲の拡大を目的とした試験を実施した。 
 

3.1.1発熱パネルの構造 

 

発熱パネルは、基層および表層に普通コンクリートを用

い、中間層に電子伝導性コンクリートを配置した三層構成

とした（図－4）。 

中間層の発熱コンクリートには、電極を 230 mm 間隔

で3本埋設し、電極からコンクリートへ電流を面的に供

給する構成とした。これにより、電流分布の偏りを抑制

し、パネル内部における温度ムラの低減を図った（図－

5）。 

 

本試験用の発熱パネルは、電圧 30Ｖを印加した際に電

流1.95Ａが流れ、パネル表面の発熱量が200 W/m²以上 と

なるよう設計した。この条件において回路全体として必要

となる抵抗はＲ＝15.4Ω である。抵抗率𝜌は、電極間距離

をL、通電断面積を S とすると、次式により求められる。 

 𝜌 ൌ 𝑅 𝑆𝐿 
 
以上より、目標抵抗率を 2.0 Ω・𝑚 と設定し、これを

満足するカーボンブラックの添加量および配合条件を決

定するための配合試験を実施した。あわせて、当該配合に

対する圧縮強度試験を行った。 

 

3.1.2発熱パネルの製造方法 

 

発熱コンクリートパネルの製造は、逆打ち工法により実

施した。まず、表層コンクリート中にひび割れ防止を目的

としたグラスファイバーメッシュを配置して打設し、生コ

ンクリートの安定化を目的として、40 ℃の蒸気養生を 1
時間以上行った。次に、中間層であるカーボンブラック層

を打設し、層内にバサルトメッシュを配置した後、再度

40 ℃の蒸気養生を1時間以上実施した。最後に、基層コ

ンクリートとして鉄筋および鉄筋メッシュを配置・打設し、

発熱コンクリートパネルを製造した（写真―2）。 

 

 

 

3.1.3 使用材料 

 

 使用材料を表－1に示す。 

  

図－4発熱パネルの構造：図に注記を追記 

写真－2 発熱パネルの製造風景 

図－5電気抵抗率算定に用いる電極間距離Lと通電断面積A 

(1) 

写真－1 札幌市大通公園における発熱試験風景 
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材料 種類又は品名 メーカー、産地 物性等 

セメント 早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 太平洋セメント㈱ 密度 3.16g/cm3 

水 地下水 工場敷地内 

 

細骨材 砕砂 双葉砕石富岡事業所 2.62g/cm3 

粗骨材 砕石1305 双葉砕石富岡事業所 2.68g/cm3 

混和剤 高性能AE減水剤 フローリックSF500S 
 

密度1.07g/cm3 

カーボンブラック TOKABLACK #4500 東海カーボン株式 BET比表面積 

58 ㎡/g 

 配合は W/C=42.5 ％、スランプ 2cm のコンクリート性

状で設計した。 

 

3.1.4「発熱するコンクリート」の基礎物性試験 

 

 発熱パネルとして使用するためには、電気的特性と機械

的特性の両方を満足する必要がある。そのため、発熱パネ

ルの設計に必要となる基礎物性として、電気抵抗率と圧縮

強度試験を実施し、配合の正当性を評価した。 

本試験では、電気抵抗率は2.0 Ω・𝑚以下、材齢14日に

おいて、圧縮強度20N/mm2以上とすることを目標とした。 

 

3.1.5 基礎物性試験の結果と考察 

 

（a）電気抵抗率 

電気抵抗率は、カーボンブラックを添加した電子伝導性

コンクリート試験体に電極の一部を埋設し、電圧を印加し

た際に流れる電流を測定することで算出した（写真－3）。 

 

初めに、この試験体に直流電源装置を用いて電圧（V）
を印加した際に、流れる電流（I）を測定した結果から電気

抵抗(R)を算出した。 𝑅 ൌ  𝑉𝐼 
 

次に、電極間の距離（L）と埋設した電極面積（S）から

電気抵抗率を算出した。その結果、材齢7日における電気

抵抗率は1.3 Ω・𝑚を得られた。2.0 Ω・𝑚を下回っている

事から目標を満足していることが確認できた。 
 

(b) 圧縮強度 

圧縮強度評価は、製品と同一の養生条件で行い、管理材

齢 4 週において、JIS A 1108「コンクリートの圧縮強度試

験方法」に準拠して圧縮強度試験を実施した。 
その結果、圧縮強度は材齢14日において26 N/mm²、材

齢28日において32 N/mm²を得られた。材齢14日におい

て20 N/mm²以上を確保しており、目標とした圧縮強度を

満足していることが確認できた。 
 

3.1.6 パネル形状での発熱試験 

 

本試験では、テストピースではなく、3.1.1 に示した発

熱パネルと同一構造の供試体を用いて発熱試験を実施し

た。これは、表層コンクリート厚がパネル内部の温度分布

に及ぼす影響を評価する必要があることに加え、電極種別

の相違によりパネル全体の電気抵抗および発熱挙動が変

化する可能性があるためである。 

発熱試験は、恒温室内の雰囲気温度を冬期の低温環境を

想定した −7 ℃および −10 ℃の2条件に設定して実施し

た。発熱パネル内部には内部温度計測用として熱電対を5
か所に埋設した（図―7）。通電条件は、中央の電極を正極、

両側の2本の電極を負極とし、平均発熱量が 200 W/m² と
なるように制御した。 

 

 

3.1.7 発熱試験の結果と考察 

 

(a) 表層厚さの違いによる温度分布の比較 

 

試験に使用した発熱パネルは、基層厚さ50 mm、中間

層（電子伝導性コンクリート）厚さ 50 mm とし、表層厚

さを30 mm（パネルC1）、20 mm（パネルC2）、40 mm（パ

ネルC3）の 3 条件とした。これら 3 条件について、発熱

パネル内部の各測定点における温度変化および温度差を

比較評価した。 

その結果、表層厚さ30 mmおよび40 mmのパネル（C1、
C3）では、表層厚さ20 mmのパネル（C2）と比較して温

度差が小さく、温度分布が比較的均一となる傾向が確認さ

表－1 使用材料 

写真－3 試験体 

(2) 

図－7 発熱パネルの熱電対埋設位置 
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れた（図－8）。 

 

 

(b) 電極の選定 

 

発熱パネルに使用する電極について、表層厚さを30 mm
に統一した条件下で、以下の 4 タイプの電極を用いた比

較試験を行った。 

 

A. ステンレス筋 

B. メッキ筋 

C. ステンレス筋＋メッキ筋 

D. 炭素繊維 

 

製造した各試験体について電気抵抗を測定し、材齢およ

び低温環境条件下における電気抵抗率の変化を評価した

（図－9）。 

 
−7 ℃の環境下では、いずれの試験体においても電気抵

抗率の上昇が確認されたものの、通電による発熱は維持可

能であった。一方、−10 ℃の環境下では、パネルB（電極：

メッキ筋、表層厚30 mm）、およびパネルD（電極：炭素

繊維、表層厚30 mm）において、電気抵抗率が著しく増加

し、低電圧条件下での発熱が困難となった。 

これに対し、パネルA（電極：ステンレス筋、表層厚30 
mm）では、−10 ℃の環境下においても電気抵抗率の増加

が比較的小さく、低電圧による安定した発熱が可能であっ

た。また、これらの試験体では表面温度分布における温度

差も小さいことが確認された。 

以上の結果から、低温環境下での安定した発熱性能を確

保するためには、電極材料としてステンレス系を用いるこ

とが有効であることが示された。 

 

3.2 「電気を蓄えるコンクリート」の性能試験 

 

 「発熱するコンクリート」では、所定の電圧でジュール

熱を得ることが目的であるため、電気抵抗率のみ確認した。

一方、「電気を蓄えるコンクリート」は電極と電解質界面

での蓄電挙動を把握し、可逆性や作動特性を確認する必要

がある。そこで本試験では、電気抵抗率の確認に加え、蓄

電性能の評価手法として試験体を用いたサイクリックボ

ルタンメトリー試験（CV試験）を実施した。また、本研

究では、セメントペーストにカーボンブラックを添加する

ことで導電性を付与した配合（w/c=140%）とした。 

本稿では、このような性質を示すセメントペーストを

「カーボンセメントペースト」と定義する。 

 

3.2.1 「電気を蓄えるコンクリート」の構造 

 

「電気を蓄えるコンクリート」は、カーボンセメントペ

ーストで製造した二つの電極の間にセパレーターを介在

させた構造を1セルとし、1セルあたり約1 Vの出力が得

られる。さらに、このセルを25層積層することで、25 V
相当の出力を有する積層体を構成した。本試験では、この

25 層積層体をコンクリートハウジング内に収めて封止し

たものを 1 ユニットとし、これを 4 ユニット直列に接続

することで、100 V相当の出力が得られる設計とした（図

―10）。なお、使用した電解液は塩化カリウム水溶液であ

り、電位窓は約1.0～1.23 Vである。 

図－9 抵抗率の推移 

図－10「電気を蓄えるコンクリート」の構造 

図－8 表層ごとの発熱パネルの温度推移 
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3.2.2 使用材料 

 

使用材料を表－2に示す。 

  

材料 種類又は品名 メーカー、産地 物性等 

セメント 早強ポルトランド 

セメント 

太平洋セメント㈱ 密度 3.16g/cm3 

水 地下水 工場敷地内  

混和剤 高性能AE減水剤 シーカ® ビスコクリ

ートSP8HU 

密度1.07g/cm3 

カーボンブ

ラック 

ケッチェンブラック

EC600JD 

ライオン・スペシャリテ

ィ・ケミカルズ株式会社 

BET比表面積  

1,270 m2/g 

  

3.2.3 「電気を蓄えるコンクリート」の基本物性試験 

 

「電気を蓄えるコンクリート」は、電極間距離が大きい

場合、セパレーターを湿潤させている電解質内におけるイ

オンの移動距離が増加し、出力の低下を招く。また、電気

抵抗が大きい場合には、電子輸送損失の増大により発熱や

効率低下が生じる。このため、電極間距離および材料の電

気的特性を適切に制御することが重要である。そこで本試

験では、材料の電気的特性として電気抵抗率を測定すると

ともに、蓄電性能の評価手法としてサイクリックボルタン

メトリー試験（CV試験）を実施し、電気容量を評価した。 

 

3.2.4 基本物性試験の結果と考察 

 

(a) 電気抵抗率 

 3.1.5と同様に電気抵抗率の試験を実施した。その結果、

電気抵抗率は材齢の進行に伴い低下し、材齢28日では0.2 
Ω·mを示した。 

電気を蓄えるコンクリートに使用する電極のサイズは 

45 cm × 45 cm、厚さ2 cmであり、電気抵抗率から算出さ

れる電気抵抗は約 0.02 Ω となった。以上より、蓄電体と

して十分に低い内部抵抗を有していることを確認した。 

 

(b) サイクリックボルタンメトリー試験（CV試験） 

「電気を蓄えるコンクリート」のユニットで用いる電極

サイズは45cm×45cm厚み20mmであるが、同寸法の試験

体では流れる電流値が大きく、試験が出来る装置が確保で

きなかったため、直径50 mm、厚み20 mmの円形の試験

体とした（写真－4）。試験体は製造した翌日に脱型し、電

解液に1日以上浸漬した。その後、2つの試験体に、電解

質で湿潤させたセパレーターを介在したセルを構成して

CV試験を行った（図－11）。 

なお、CV 試験はポテンショスタットを使用して行い、

スキャンレート（v）は0.2mv/sと0.1mv/sの2つの条件

とした。 

CV試験において、電流応答が比較的安定している場合、

CV曲線における平均電流（Iavg）とから算出できる。初め

に、静電容量（C）を以下の近似式により算出した。 

 𝐶 ൌ 𝐼௔௩௚𝑣  
 

 次に、得られた静電容量（C）と電位窓（ΔV）から、エ

ネルギー容量（E）は次式により算出した。なお、体積で

正規化することでエネルギー密度（Wh/m³）を算出した。 

 𝐸 ൌ 12𝐶ሺ𝛥𝑉ሻଶ 
 

 掃引速度を 0.2 mV/s とした場合、エネルギー密度は 

262 Wh/m³ である。一方、掃引速度を 0.1 mV/s まで低下

させた場合、エネルギー密度は 274 Wh/m³ に増加する。 

この結果から、本試験体ではどちらのスキャンレートで

も目標値を上回るエネルギー密度が得られた。また、掃引

速度を低下させることで充電時間が長くなり、電解液中の

表－2 使用材料 

写真－4 CV試験用の試験体 

(3) 

(4) 

図－11 CV試験結果 
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イオンが細孔内部まで十分に拡散・蓄積されるため、見か

けの蓄電容量が増加する傾向が示唆された。 

なお、実寸スケールでの達成可否は、内部抵抗や電解液

浸透性等の影響を踏まえ、別途検証が必要である。 

 

3.2.5 コンクリートハウジングの性能試験 

 

 「電気を蓄えるコンクリート」ユニットに用いるコンク

リートハウジングには、内部電解質の乾燥を抑制し、乾燥

に起因する電気抵抗の増加および蓄電容量の低下を防ぐ

ため、高い気密性が求められる。さらに、電極間の接触抵

抗を低減して安定した電気特性を確保する目的で、電極に

鉛直荷重を付与し密着させる必要がある。本ユニットでは、

ハウジング内部を貫通するPC鋼棒に緊張力を導入するこ

とで、電極に鉛直荷重を加える構造とした。 

以上を踏まえ、本試験では、漏水試験によりハウジング

の気密（封止）性能を確認するとともに、付与する鉛直荷

重を段階的に変化させた条件で電気抵抗を測定し、適切な

鉛直荷重条件を決定する。 

 

(a) 密閉性試験 

本試験では、組立て前にコンクリ

ートハウジングの下蓋と中間部の

接合部にゴム材を介在させ、全ねじ

により締結した。次に、中間部上端

まで水を注入し、1週間静置して漏

水の有無を確認した。 

その結果、試験期間中に漏水は認

められず、本構造は電解液の乾燥抑

制に必要な密閉性を有することが

確認された（写真－5）。 

 

(b) 電極同士の密着性試験 

 本試験では、ユニットに鉛直荷重を徐々に加えていき、

電気抵抗値を測定した。この結果から、鉛直荷重を加える

ほど抵抗下がっている傾向がみられた（図―12）。 

  

4.電子伝導性コンクリートの活用例  

 
「電気を蓄えるコンクリート」は、コンクリート自体が

エネルギー貯蔵体として機能する点に特徴があり、従来の

バッテリーや蓄熱体とは異なる運用が可能となる。これに

対し、「発熱するコンクリート」は、通電によるジュール

発熱を利用して融雪・凍結防止を行うことができ、寒冷地

における運用性および安全性の向上に寄与し得る。本章で

は、これらの特長を踏まえ、蓄電および発熱（融雪）の観

点から有効と考えられる適用例を示す。 
 

4.1 建築物・シェルターへの適用 
 
「電気を蓄えるコンクリート」を用いた建材を建築物や

シェルターに適用することで、建物全体を分散型の蓄電体

として機能させることが期待される。これにより、平時に

は負荷平準化や系統電源依存の低減に寄与し、非常時には

停電時の非常用電源として最低限の電力供給を確保でき

る。 
また、本技術で採用する電気二重層コンデンサ（EDLC）

型蓄電は、充放電の切り替えが速く高出力特性を有するた

め、瞬低・停電発生時にも照明、センサー、通信機器等の

重要負荷へ迅速に給電できる利点がある。以上より、本技

術は非常用電源としての即応性に加え、平時・非常時を通

じた自立電源（オフグリッド）運用の基盤としても有効で

ある。 
 

4.2 道路・滑走路・港湾舗装への適用 

 
道路舗装や滑走路、港湾施設のエプロン部など、広い面

積を有するコンクリート舗装に蓄電機能を持たせること

で、以下のような利用が想定される。 
 
・ 滑走路端灯、誘導灯などの航空灯火設備のバックア

ップ電源 
・ 降雪時や凍結時に発熱コンクリートを通電加熱す

ることで路面・スロープの融雪 
 
とくに、将来的に電動車両や無人搬送車（AGV）の充電

インフラと組み合わせることで、「充電機能を備えた舗装

体」としての応用も期待される。 
 

4.3 地下構造物の非常用電源  

 
地下施設では、避難誘導灯、換気設備、監視カメラなど、

停電時にも稼働が求められる機器が多い。コンクリート躯

体に蓄電コンクリートを用いることで、通常時は系統電源

のピークシフト・ピークカットに活用し、停電時には自立

型の非常用電源として機能させるといった運用が可能と

なる。また、バッテリールームを別途設ける必要がないた

め、スペース効率の向上や火災・漏液リスクの低減にも寄

与する。 

 

写真－5  

漏水試験風景 

図－12 鉛直荷重ごとの電気抵抗値 
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4.4 再生可能エネルギーとのハイブリッド利用 

 

離島や山間部など、系統電源が脆弱な地域では、太陽光・

風力発電と蓄電コンクリートを組み合わせることで、ノン

グリッド型エネルギーシステムを構築できる。護岸・防波

堤や斜面対策工に蓄電機能を付与すれば、波浪・地盤変位

センサー、監視カメラ、通信中継機などへの電源供給を構

造物自身から行うことができ、保守点検の省力化と系統か

らの自立性向上が期待される。 

 

5. まとめ 

 

電子伝導性コンクリートを基盤とする発熱・蓄電コンク

リートは、防衛施設におけるエネルギー保障および継続運

用性（レジリエンス）の向上に資する可能性を有する次世

代材料技術である。本研究では、「発熱するコンクリート」

について低電圧条件下での発熱挙動を実証し、寒冷地にお

ける融雪・凍結防止を通じて、防衛施設の運用安全性およ

び即応性向上への適用可能性を示した。 

また、「電気を蓄えるコンクリート」については、25層
積層セルをユニット化し、4ユニットを直列接続すること

で100 V相当の出力を得る構成を想定し、電気抵抗率およ

びCV試験による蓄電特性評価を行うとともに、コンクリ

ートハウジングによる封止性能を確認した。これにより、

構造体と一体化した蓄電機能の成立性を示した。 

本技術は、太陽光発電等の再生可能エネルギーと組み合

わせることで、系統電源に依存しないノングリッド型の電

源供給を可能とし、発電量変動の平準化や電力の安定供給

に寄与し得る。特に、停電、燃料途絶、設備損傷といった

非常時においても、必要最小限の電力供給を維持する分散

型電源として機能する点は、防衛施設における重要な利点

である。さらに、本技術はセメント・骨材等の一般的な建

設材料とカーボンブラックを基本要素として構成でき、国

内で調達可能な材料を中心に製造できることから、調達の

確実性および長期運用性の観点においても優位性を有す

る。 

以上より、電子伝導性コンクリートは、防衛施設および

重要インフラにおいて、構造機能とエネルギー機能を融合

した新たな価値を提供する基盤技術として大きな可能性

が示された。 
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PVA 繊維補強コンクリートを用いた装軌車道の長期供用に関する検証 
LONG-TERM DURABILITY OF TRACKWAYS MADE OF PVA FIBER REIFORCED CONCRETE 

 

小川敦久*，澤田高浩**，大西英二*** 

OGAWA Atsuhisa, SAWADA Takahiro and ONISHI Eiji 
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キーワード：装軌車道，コンクリート舗装，PVA 繊維，耐久性 

(Trackway, concrete pavement, PVA fiber, durability) 

 

１． はじめに 

陸上自衛隊の各駐屯地，演習場が所管する装軌

車道の路面は，履帯を装着した重量の大きな車両

が多数走行することにより，繰り返しの大きな荷

重に加えて表面が著しく摩耗する．特に目地部は

コンクリートのエッジの損耗が先行し，そこから

ひび割れや磨滅が進行して路面の損傷を促進し

ている様子がうかがえる．そのため装軌車道の定

期的なメンテナンスを行う必要があり，主に部隊

施工で対処されているが，訓練の一助として活用

できる反面，修繕費用の負担が大きい． 

一方，近年合成繊維を用いた短繊維補強コンク

リートが広く活用されるようになり，トンネル二

次覆工コンクリートの補強・ひび割れ抑制 1)や，

高架橋上部工のひび割れ抑制・剥落対策 2)などに

多く使用されてきた．短繊維補強コンクリートは，

数 mm から数十 mm の長さに切断した繊維を混

入したセメント系複合材で，鉄筋などの補強材と

異なり材料全体が均一に補強されたものであり，

破壊靭性に優れることから鉄筋を減殺すること

もできる 3)． 

このような短繊維補強の特性を生かし，セメン

ト性のアルカリに対する耐久性に優れ，セメント

との良好な接着力を有する合成繊維であるビニ

ロン（ポリビニルアルコール繊維，以下 PVA 繊

維とする）を装軌車道に適用することで，鉄筋を

表－1 配合及びフレッシュ性状 

 W/C S/a 

単位量(kg/m3) 繊維添加前 繊維添加後 

W C G S SP F 
スランプ

(cm) 

空気量

(%) 

温度

(℃) 

スランプ

(cm) 

空気量

(%) 

温度

(℃) 
T-0 40.0 46.2 175 438 911 762 4.38 － 15.1 5.1 22.1 － － － 
T-1 40.0 48.2 185 463 853 772 3.70 15.6 18.0 5.4 22.3 13.0 4.8 23.8 
T-2 40.0 60.0 190 475 649 950 4.28 22.1 22.5 5.0 22.0 15.5 4.0 24.0 
C：普通ポルトランドセメント(太平洋セメント製, 密度 3.14g/cm3 
G：砕石(岡山県御津産, 骨材最大粒径 20mm, 密度 2.62g/cm3, 実積率 59.2％) 
S：砕砂(岡山県御津産, 密度 2.62g/cm3, 粗粒率 2.67) 
SP：ポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤 
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大幅に減殺し，施工やメンテナンスの負担を削減

することを目的として検討を行った． 

２． PVA 繊維補強コンクリートの特性 

当該検討に際して，まず PVA 繊維補強コンク

リートの各種特性の評価を行った．装軌車道への

適用を念頭に置いているため，コンクリートの基

本的な機械的特性である圧縮強度，曲げ強度に加

え，ひび割れ発生傾向，履帯によるコンクリート

の摩耗を考慮した摩耗特性についても評価した． 

試験に供した配合，及び各種試験体を作製した

際のフレッシュ性状を表 1 に示す．配合は実際

のコンクリート舗装で用いられる配合を参考に

した．短繊維の混入量の増加につれて砂比(S/a)が

大きくなっているが，これはコンクリート中への

短繊維の分散を考慮したためであり，これによっ

て材料分離や短繊維の絡合が生じない，良好な混

合状態とスランプを確保することができた．PVA

繊維は，既往の研究 3), 4) を参考に直径 0.67mm，

長さ 30mm の太径繊維と直径 0.1mm，長さ 12mm

の細径繊維を併用した．細径繊維は，主にひび割

れ発生から拡大初期にモルタル部分で生じる微

細なひび割れ開口の架橋を目的とし，太径繊維は，

主にひび割れが拡大してからの補強に効果を発

揮させることを目的として選定した． 

PVA 繊維補強コンクリートは，先にベースと

なるプレーンコンクリートを作製し，フレッシュ

性状を確認した後に所定の PVA 繊維を投入，60

秒間の追い練りを行って製造した．得られたフレ

ッシュ状態の PVA 繊維補強コンクリートは，所

定の各種試験用型枠に打ち込んだ．採取した試験

体は，100φ×200 圧縮試験体(JIS A1108)，100×

100×400 曲げ試験体(JIS A1106)及びひび割れ発

生傾向観察用リング試験体(ASTM C1581 参考)で

ある．圧縮試験体及び曲げ試験体は打設後 24 時

間 20℃環境下に静置した後に脱型し，20℃水中

養生にて 28 日経過後に試験に供した．なお曲げ

試験では，PVA繊維を添加しない試験体として，

断面中央長手方向に D6-SD345 の鉄筋を 1 本挿

入(鉄筋比約 0.32)した試験体を比較対象とした．

ひび割れ発生傾向観察用リング試験体は，図 1 に

示すような内側に鋼管を配した中空円筒の試験

体であり，打設後 24 時間経過した後に外周の型

枠を脱離し，20℃60％RH 環境下に曝露，水分蒸

散によって外周面に発生する乾燥収縮ひび割れ

の観察を行った． 

得られた PVA 繊維補強コンクリートの圧縮強

図－1 リング試験体 

A 断面図 平面図 

A A 395 

38.25 
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コンクリート 

炭素鋼鋼管 
(JIS G3444) 

外周型枠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 曲げ試験結果及び圧縮強度 

50 
50 

供試体断面 

D6 異形棒鋼 
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度，曲げ破壊特性を図 2 に示す．PVA 短繊維補

強により，材齢 28 日の時点で初期ひび割れ後も

設計曲げ強度相当の 4.5N/mm2を上回ることが確

認された．また繊維添加量の増大により初期ひび

割れ後の最大応力が増大し，特に繊維添加量

22.1kg/m3では最大曲げ強度 7.38N/mm2と，約 1.6

倍程度の安全率が見込めると考えられる． 

図 3 に，リング試験体による，無補強コンクリ

ートと PVA 繊維補強コンクリートとの 12 か月

間のひび割れ開口変化を示す．材齢 3 か月にお

いて，無補強コンクリートでは最大 0.4mm のひ

び割れが観察されているが，PVA 繊維補強によ

って，15.6kg/m3では最大 0.12mm，22.1kg/m3では

最大 0.10mm のひび割れ幅にとどまり，PVA 繊維

の混入によって乾燥収縮ひび割れによるひび割

れ拡大の抑制も期待できる結果であった． 

以上の結果を元に，アスファルト舗装の摩耗試

験であるラベリング試験により，舗装面の耐摩耗

試験を実施した 5), 6)．供試体は表 1 の配合にて鉄

筋補強及び PVA 繊維補強 2 種類を準備した．試

験結果を写真 1 及び図 4 に示す．ラベリング試

験後の試験体表面を観察すると，表層のモルタル

がほぼ磨滅して粗骨材が露出しており，わだち掘

れも大きく，表面の摩耗の進行が確認された．こ

れに対して PVA 繊維補強試験体では，表面への

粗骨材の露出は少なく，摩耗減量も少ない結果と

なった．PVA 短繊維補強コンクリートでは，材料

全体に均一に PVA 繊維が分散しているため，チ

ェーンの繰り返し打撃による損傷に対して，表層

のモルタル部分が補強されていることによって

損傷が抑制された結果であろうと推察される． 

３． 装軌車道への適用検討 

曲げ試験の結果より，PVA 繊維を 15.6kg/m2 以

上添加することで鉄筋比 0.32%の RC 同等の曲げ

補強性能が期待できること，乾燥収縮ひび割れの

抑制や，履帯を想定した摩耗に対する耐久性が期

待できることなどから，陸上自衛隊西部方面隊玖

珠駐屯地内の装軌車道更新工事の際に，PVA 繊

写真－1 ラベリング試験後の試験体摩耗面 

図－4 ラベリング試験による摩耗減量 

T-0 T-1 

T-0 
T-1 T-2 

(a)無補強コンクリート(T-0) 

(b)PVA 繊維補強コンクリート(T-1) 

図－3 リング試験体のひび割れ開口経過 
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維補強コンクリートの部分的使用を決定した． 

適用現場は図 5 に示すような平たん部と傾斜

部を含む幅約 5.5m，延長約 41m で，従来工法で

ある RC 舗装を平たん部約 20m に，PVA 繊維補

強コンクリート舗装を傾斜部約 21m に実施した．

舗装厚は約 250mm である．目地は幅方向に 5m

間隔で設置し，RC 舗装は車道中央延長方向にも

2.5m ピッチで設置した．目地部には，不陸防止

のため丸鋼棒で差し筋を行った．延長方向は D16

のタイバーを設置，RC 舗装部の幅方向は D16 の

スリップバーを設置した．PVA 繊維補強コンク

リート舗装部は，延長方向への D16 のタイバー

設置のみとした．配筋は，RC 舗装部では延長方

向に D16-SD345 を 150mm ピッチで，幅方向に

D13-SD345 を 150mm ピッチで格子状に組み，舗

装表面から 50mm の深さ部分に配した．また舗

装端部は当時の道路施設設計要領を参考に図 6

のように鉄筋を配した． 

４． 現地施工 

使用した配合を表 2 に示す．RC は同じく道路

施設設計要領を参考に設計強度 30N/mm2 とし．

PVA 繊維補強コンクリートは上述の物性試験で

用いた配合を参考に，駐屯地近郊の生コンクリー

トメーカーにて配合検討の上決定された．コンク

リートは工場のバッチ式プラントで製造した． 

PVA 繊維補強コンクリートは，前もってベース

のコンクリートを製造した後に PVA 繊維を人力

で投入，追い練りを 60 秒行って製造した．練り

図－5 施工現場概要 

表－2 実施工における配合及びフレッシュ性状 

 W/C S/a 
単位量(kg/m3) 繊維添加前 繊維添加後 

W C G S SP F 
スラン

プ(cm) 
空気量

(%) 
温度

(℃) 
スラン

プ(cm) 
空気量

(%) 
温度

(℃) 

RC 部 48.1 43.3 165 343 767 1023 0.686 － 15.1 5.1 22.1 － － － 
PVA 繊維

補強部 
45.1 57.0 205 455 692 897 0.91 15.6 18.0 5.4 22.3 12.5 4.6 22.8 

C：普通ポルトランドセメント(住友大阪セメント製, 密度 3.15g/cm3 
G：砕石(大分市大字片島字山ノ神産, 骨材最大粒径 20mm, 密度 2.65g/cm3, 実積率 58.5％) 
S：砕砂(大分市大字片島字牛踏産，密度 2.60g/cm3, 粗粒率 2.65) 
SP：AE 減水剤(標準Ⅰ型) 
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上がったコンクリートは，コンクリートアジテー

タ車にて現地に搬送した．搬送時間は 20～30 分

程度で，打設前に現地でスランプ，空気量を確認，

いずれもスランプ 12cm 前後，空気量 5%前後で

あった．PVA 繊維補強コンクリートは排出全量

を目視確認したが，ファイバーボールは確認され

なかった．RC 舗装部では鉄筋を配して幅方向に

スリップバーを設置，千鳥状に 2 日間に分けて

打設した．PVA 繊維補強コンクリート舗装部は

鉄筋を省略して延長方向のタイバー設置のみで

あったため，1 日で打設を完了した．いずれもコ

テ仕上げ後に箒目仕上げとした．その後シートを

敷設して 3 日間養生を実施した後，7 日目より供

用開始した．なお本施工は 2023 年 1 月 28 日に

株式会社ミヤマによって実施された． 

５． 供用後の観察 

供用後の舗装面の摩耗について，定期的に現地

観察を行った．観察して評価した項目は，目地部

の損傷，舗装面の変状である．目地部については，

わだち部分における，目地を挟んだ舗装コンクリ

ートの損耗程度並びに目地材の損耗程度につい

て，目視観察と断面の欠損状態を測定し(写真 2)，

図 7 のように欠損面積を算出した． 

目地部の損傷の経過について，図 8 及び写真 3

に示す．RC 舗装部では 1 年経過頃から舗装コン

クリートの端部の損耗が顕在化して経時的に損

耗幅が増大した．目地両側の端部損耗幅の増大に

つれて目地材が磨滅して失われるようになり，10

年経過時点で，目地近傍で最大で幅 550mm，深

さ 20mm の大きなくぼみへの成長が確認された．

一方 PVA 繊維補強コンクリートでは，5 年経過

頃から舗装コンクリートの端部損耗が顕在化し，

10 年経過時点でも最大で幅 320mm，深さ数 mm

にとどまっており，PVA 繊維補強による摩耗耐

久性の向上が確認された結果となっている． 

舗装面の変状については，表面の摩耗状態の目

視観察に加えて，施工した車道の最低部を基点と

し，打設後 58 日経過時点での高さを基準とした

 

 

図－6 RC 舗装端部の配筋図 

2
5
0
 

1
5
0
 

写真－2 目地部周辺の損耗量計測状況 

 

𝑆 ൌ 𝐻ଵ ∙ ሺ𝐿ଵ ൅ 𝐿ଶሻ2 ൅𝐻ଶ ∙ 𝐿ଶ2  

𝐿ଵ 
𝐿ଶ 𝐻ଶ 𝐻ଵ 

目地材 

図－7 目地部の損傷寸法の算出 

a) 1 年経過時(2014 年) 

 

 

 

 

 

 

b) 11 年経過時(2024 年) 

写真－3 路面の状態 

PVA 繊維補強   普通コンクリート 

PVA 繊維補強   普通コンクリート 
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深さ方向の変化を幅方向 250mm ピッチ，延長方

向 5000mm ピッチで記録したが，増減が見られ，

路面の摩耗による変動を追跡できなかった．理由

は明らかではないが，装軌車両等の走行に起因す

る大きな荷重の繰り返し載荷によって，装軌車道

下部の地盤がわずかずつ変形している可能性が

推察される．一方，路面の摩耗状況の目視観察に

よっては，その差が確認されている．写真 3 に見

られるように，10 年経過時点で普通コンクリー

トの路面には多くの粗骨材が露出している一方，

PVA 繊維補強コンクリートの路面は粗骨材の露

出は少なく，路面の摩耗が抑えられている． 

６．まとめ 

PVA 繊維をコンクリートに混入することによ

り，コンクリート表面の損傷，摩耗が低減される

効果が確認されたことを受け，装軌車道への適用

を提案し，実施工に供した．スランプ低下を考慮

して配合を調整することにより，普通コンクリー

トと同様の施工を行うことが可能であった．また

PVA 繊維の補強効果を生かして無筋構造とする

ことで施工の工程を大幅に簡略化することがで

きた．施工した装軌車道について 10 年以上にわ

たる経過観察を行った結果，履帯による舗装面の

摩耗が軽減され，特に目地部の損耗が抑制されて

いることが明らかになった． 

 

謝辞 

陸上自衛隊西部方面隊玖珠駐屯地の皆様には，

本件適用ならびに補修部の長期にわたる現場観

察に対し，多大なるご協力と貴重なご助言を賜っ

た．また株式会社アネットの皆様には，PVA 繊維

補強コンクリートの製造，品質管理に際し，設備

の使用と配合調整等多くの技術的なご協力をい

ただいた． 

 

参考文献 

1) 東日本高速道路(株)，中日本高速道路(株)，西日本

高速道路(株)：トンネル施工管理要領(繊維補強覆

工コンクリート編)，令和 6 年 7 月など 

2) 築嶋大輔, JR 東日本における品質確保に向けた取

り組み, 建設マネジメント技術, 2016 年 12 月号 

pp33-41 など 

3) 川又篤・松岡茂・村本勝巳・高橋貴蔵・渡邊忠朋・

関根悦夫・小川敦久・飯田江理夫, 短繊維補強コ

ンクリートによるまくらぎ直結軌道の試験施工, 

土木学会第 68 回年次学術講演会(平成 25 年 9 月), 

pp1069-1070 

4) 川又篤・高橋貴蔵・掘越哲郎・松岡茂, 繊維補強

セメント系複合材料の基礎性状に関する実験的

研究, コンクリート工学年次論文集，Vo.28，No.1，

pp.389-394，2006 

5) 日本道路協会：舗装調査・試験法便覧 第 3 分冊 

第 3 章 試験編，pp.695-700，2007.6 

6) 新村亮・桜井邦昭・高山昌大・石川健，ラベリン

グ試験による耐摩耗性の評価と各種耐摩耗性改

善対策の効果検証，コンクリート工学年次論文集，

Vo.33，No.1，pp.689-694，2011 

(a) 幅(L1)，深さ(H1＋H2) 

(b) 欠損面積(S) 
図－8 目地部の損傷寸法の経時変化 

- 44 -



防衛施設学会・年次フォーラム２０２６研究発表会（2026年 2月） 
 

映像鮮明化技術とAI技術を活用した基地維持管理と 

基地外周および沿岸警備システムに関する研究 
STUDY ON BASE MAINTENANCE AND PERIMETER COASTAL SECURITY SYSTEMS  

UTILIZING VIDEO CLARIFICATION AND AI TECHNOLOGY 
横山雅俊* 

YOKOYAMA Masatoshi 
 

*工博 (株)ユニバーサルコンピュータ研究所（〒542-0086 大阪市中央区西心斎橋1-9-16） 
 

キーワード：映像鮮明化，人工知能，深層学習，施設維持管理，外周警備，異常予測，クラウド 
(Video Clarification, Artificial Intelligence, Deep Learning, Facility Maintenance, Perimeter Security, Anomaly Prediction, Cloud) 

 
1．はじめに 

 
1.1 背景と目的 

防衛施設における警備、監視、施設管理の分野では、

映像情報が重要な役割を果たしている。基地（駐屯地）、

港湾施設、飛行場、関連インフラにおいては、侵入検知

や異常把握のみならず、日常的な設備点検や環境監視に

おいてもカメラ映像が広く活用されている。 
一方、実運用環境では、夜間、逆光、霧、降雨、降雪、

もや、照明条件の偏りなどにより、カメラ映像の視認性

が著しく低下する場面が多い。このような状況下では、

人による目視確認が困難になるだけでなく、AIによる物

体認識や状況解析も成立しないケースが少なくない。 
近年、AI技術の進展により、画像認識や行動解析を警

備や施設管理に応用する試みが進んでいるが、その多く

は「良好な映像入力」を前提としている。入力映像の品

質が不十分な場合、AIの性能を十分に発揮できないとい

う課題がある。 
著者はこれまで、悪条件下の映像を対象とした映像鮮

明化システムを開発し、防衛施設学会において段階的に

報告してきた 1) 2) 3)。本論文では、これらの技術を基盤と

して、映像鮮明化と AI 技術を組み合わせることで、従

来は困難であった状況認識や判断支援および補修提案を

可能とするアプローチについて報告する。 
図－1 は本研究で扱う鮮明化によって可能になる AI

解析の一例である。本研究では図－2のAI連携モデルを

対象とする。外周警備のAI活用ではAI異常予測の展開

を説明する。 
 
1.2 本論文の位置づけ 

本論文は、厳密な理論解析やアルゴリズムの詳細より、

実装・実運用・導入を重視した技術研究報告として位置

づける。特許出願準備中のため、鮮明化処理システムや

AI判断ロジックの詳細については技術思想、効果、適用

事例を中心に論述する。 

図-1 AIによる解析例 

 

図-2 映像鮮明化サーバーのAI連携モデル 
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１．はじめに 

 
国土交通省および防衛省は、安全保障環境を踏まえ

た対応を実効的に行うため2022年12月に閣議決定さ

れた国家安全保障戦略1)に基づき『特定利用空港・港

湾』を指定し「円滑な利用に関する枠組み」を設けて

いる。さらに、平素から円滑な自衛隊の人員・物資輸

送等に資するよう、『特定利用空港・港湾』と自衛隊

の駐屯地等とのアクセスの向上に向け、道路ネットワ

ークの整備を図るため2025年度から『特定利用空港・

港湾』に加えて、『道路』も追加された。なお、北海

道と沖縄県では、当該年度から道路ネットワークの整備

が進められている。 
また、防衛省では、政府が平成25年に取りまとめた「イ

ンフラ長寿命化基本計画」に基づき、平成27年10月に「防

衛省インフラ長寿命化計画」を策定した。特に、令和5
年度から9年度までの5年間は、新たな計画の発表により、

主要な防衛施設の強靭化が加速している。この長寿命化

計画では、新技術の導入やメンテナンスサイクルの着実

な実施などが取組みとして明記されている。 

一方、国土交通省では、各地方整備局が発行している

設計要領に準じて道路整備を行っている場合が多い。九

州地方では、アスファルトコンクリート舗装およびセメ

ントコンクリート舗装の『路床の構築』において、Fe石

灰処理土を用いて安定処理層を構築するFe石灰工法が普

及2)しており、設計要領3)にも明記されている。 

そこで本稿では、福岡県・佐賀県の両駐屯地内の舗装

を対象に、施設内では実績のほとんどないFe石灰工法を

適用した事例について、理論的設計法を用いてメンテナ

ンス時期を推定した。さらに、供用後に多目的路面性状

測定器を用いて調査・検証した結果を報告する。 

 

２． Fe石灰処理土とFe石灰工法の概要 

 

Fe石灰工法とは、軟弱路床上に消石灰（約75%）と

1/1,000mm以下の微粉酸化鉄（約25%）からなる地盤改良

材であるFe石灰（写真－１（a））を砂質土や礫質土に混

合したFe石灰処理土（写真－１（b））を用いて安定処理

層を構築した工法である。Fe石灰工法は、行政の指導の

もとでの試験施工などによって得られたデータと現場条

件等を総合して導き出された値に基づく標準設計簡便表

を用いて、Fe石灰処理厚を決定し設計している。標準設

計簡便表の1例を表－１（a）、（b）に示す。しかし、

（a）Fe石灰        （ｂ）Fe石灰処理土 

写真－1 Fe石灰とFe石灰処理土 

表－1（a） 標準設計簡便表（設計CBR６相当） 
区間のＣＢＲ 0.1～0.5 0.5～1.0 1.0～1.5 1.5～2.0 2.0～2.5 2.5～3.0 

(％)    未 満    未 満    未 満    未 満    未 満    未 満 

Fe 
石 
灰 
処 
理 
厚 

 80%の場合 35 cm 30 cm 25 cm 20 cm 

 90%の場合 35 cm 30 cm 25 cm 20 cm 15 cm 

100%の場合 35 cm 30 cm 25 cm 20 cm 15 cm 

 

表－1（b） 標準設計簡便表（設計CBR８相当） 
区間のＣＢＲ 0.1～0.5 0.5～1.0 1.0～1.5 1.5～2.0 2.0～2.5 2.5～3.0 

(％)    未 満    未 満    未 満    未 満    未 満    未 満 

Fe 
石 
灰 
処 
理 
厚 

 80%の場合 40 cm 35 cm 30 cm 25 cm 

 90%の場合 40 cm 35 cm 30 cm 25 cm 

100%の場合 40 cm 35 cm 30 cm 25 cm 20 cm 
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Fe石灰工法は、軟弱路床の改良工法の１つであるサンド

イッチ舗装工法に位置付けられているため、多層弾性理

論による解析が必要となることから舗装断面が決定した

時点で二層弾性体の近似計算4)によってたわみ量を算出

し判定・検証している。ここで、Fe石灰処理土は、原

則として、九州内に設置されている43基のプラントに

よる中央混合方式が採用されており、九州内の基地や

駐屯地、分屯地に対し容易に供給が可能（図－１）であ

る（離島を除く）。 

 
３．駐屯地内舗装の舗装設計 

 

３－１．概要 

 

福岡駐屯地（福岡県春日市）および目達原駐屯地（佐

賀県吉野ケ里町）内の舗装の修繕工事では、CBR試験によ

る事前調査の結果、原地盤の路床が軟弱（CBR＝3%以下）

のため構築路床が必要となった。これらの路線は、周辺

住民への影響（道路交通振動5)や施工時の粉塵等の問題）

および工期短縮などの制限があったため、路床構築工法

としてFe石灰工法が選定された。そこで、舗装構成は、

前述した簡便表を基に想定した上で多層弾性理論による

解析・照査を行った上で、道路施設設計要領に記載され

ているTAおよびＨも満足する断面を、最終的な決定断面

とした。なお、解析方法は理論的設計方法6)に基づき、多

層弾性理論（GAMES7)）を適用した。 

 

３－２．多層弾性理論による解析 

 

 両駐屯地の舗装構成は、図－２に示す。また、多層弾

性理論に用いた弾性係数とポアソン比（表－２）は舗装

設計便覧などを参考に設定した。 

解析の結果、路床部の疲労破壊回数は福岡駐屯地で

2.63×106回、目達原駐屯地で3.73×106回となった。またメ

ンテナンスの時期（舗装寿命）は、疲労破壊回数を疲労

破壊輪数（30,000回/年）と信頼度90%（係数=4）で除し

た値とした。ここで、信頼度90%とは、設計した舗装構

造が設定した期間内に破壊しない確率が90%であること

を意味する。なお、表－３は両駐屯地の結果である。一

般的なアスファルト舗装の設計期間は10年であることか

ら、両駐屯地の舗装は、解析上、Fe石灰工法を適用した

ことで２倍以上メンテナンス時期を伸ばすことが可能と

なった。 

図－1 自衛隊基地・駐屯地・分屯地とプラント 

陸上自衛隊

航空自衛隊

海上自衛隊

プラント
（Fe石灰系材料）

図－2 舗装構成 

Fe石灰処理土

表層アスコン

粒度調整砕石

クラッシャラン

5cm

10cm

15cm

（a）福岡駐屯地

25cm
Fe石灰処理土

表層アスコン

粒度調整砕石

クラッシャラン

5cm

10cm

15cm

（b）目達原駐屯地

35cm

アスファルト
混合物層

路床
（構築部除く）

アスファルト
混合物層

路床
（構築部除く）

福岡
駐屯地 58.2×105 26.3×105 48.5 21.9

目達原
駐屯地 69.5×105 37.3×105 57.9 31.0

疲労破壊回数
（回）

メンテナンス時期（舗装寿命）
（年）

表－3 疲労破壊回数とメンテナンスの時期 

写真－2 多目的路面性状測定器 

弾性係数
(MPa)

ポアソン比

ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 4,000 0.35

上層路盤 300 0.35

下層路盤 200 0.35

路床（構築路床） 10CBR 0.40

表－2 弾性係数とポアソン比 
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一方、アスファルト混合物層は、路床以上に舗装寿命

の長い解析結果が得られた。これは、弾性係数を1か月ず

つ設定せずに、1年間の平均気温から推定したことで、暑

い時期に弾性係数が低下する影響を受けないため、生じ

たものと思われる。車両の走行や太陽光などを直接受け

るため劣化が懸念され、解析結果より早期にメンテナン

スが必要と思われる。 

 
４．駐屯地内舗装の事後調査の概要 

 

 福岡および目達原の両駐屯地内舗装の事後調査は、供

用後に舗装点検要領8)に記載されている診断項目である

ひび割れ、IRI（国際ラフネス指数）、わだち掘れおよび

平たん性（乗り心地）を実施した。なお、調査は（株）

トノックス製の多目的路面性状測定器（写真－２）を用

いた。 

  

４－１．福岡駐屯地の事後調査結果と考察 

 

 福岡駐屯地内の舗装は、設計CBR６の区分Ｎ3（ＬＣ-

２相当）で延長約50mである。調査時期と位置は、それ

ぞれ舗設後10か月後にIWP（内側車輪通過位置）とOWP（外

側車輪通過位置）で実施した。測定間隔は、IRIで0.05m、

わだち掘れおよび平たん性で1.5mとした。 

目視によるひび割れは、写真－３(a)に示すとおりほと

んど確認できず５％以下であった。IRI、平たん性、わだ

ち掘れの結果および診断の目安を表－４に示す。いずれ

の測定位置においても結果は「健全」であった。これら

の結果は、調査時期が施工後10か月後であり供用期間が

短いことに加え、大型車通行のほとんどない舗装であっ

たことが要因と考えられる。また、わだち掘れ量が健全

の基準値に比べ極端に小さいことから、路床・路盤の支

持力低下が起因する圧縮変形は起こっていないことも確

認できた。ゆえに、当該路線では多層弾性理論の解析結

果と類似した傾向が見られ、路床部のメンテナンスフリ

ー（一定期間のメンテナンス不要）が実証された。 

図－３は平たん性の計測結果であり、IWPとOWPで変位

傾向はほぼ同じであった。また、図－４はIRIの計測結果

である。IRIは、中間地点以降でIWPとOWPにズレが見られ

るが同じ傾きであった。 

 

 
４－２．目達原駐屯地の事後調査結果と考察 

 

 目達原駐屯地内の舗装は、設計CBR６の区分ＬＣ-２で

延長約102mである。追跡調査は、舗設後1年6か月後に福

岡駐屯地同様、IWPとOWPで実施した。測定間隔も福岡駐

屯地と同様とした。 

 目視によるひび割れ（写真－３(b)）、IRI、平たん性お

よびわだち掘れの結果は、全ての項目で「健全」（表－４）

であった。さらに、福岡駐屯地同様、わだち掘れ量から

路床・路盤の支持力低下が起因する圧縮変形はなく、路

床部のメンテナンスフリーも実証できた。 

図－５は平たん性、図－６はIRIの計測結果である。 

 
５．おわりに 

 

 本研究では、Fe石灰工法を適用し，理論的設計法に基

づく多層弾性理論を用いて設計を行った駐屯地内の舗装

に対し、供用後に舗装点検を行い路床部のメンテナンス

フリーであることを明らかにした。具体的には、まず多

層弾性解析により疲労破壊回数を算出し、通常10年程度

である路床のメンテナンスの時期（舗装寿命）が20年以

上であることを推測した。次に、供用後の状態や実測デ

ータから表層だけでなく路床破損の状態を推定し、理論

設計と同じような傾向であることを確認した。 

 今後は、追跡調査を進めるとともに、防衛施設の関連

道路や装軌車用道路、滑走路の路床・路盤にだけでなく、

永久構造物（擁壁・暗渠・側溝など）の基礎に対しても

Fe石灰工法による支持力強化とメンテナンスフリーを目

指し、さらなる研究を進めていきたい。 
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写真－3 ひび割れ写真 
(a) 福岡駐屯地    (b) 目達原駐屯地 

表－4 診断結果と目安 
ひび割れ率
（％）

IRI
（mm/m）

わだち掘れ
（mm）

平たん性
（mm/m）

IWP 5未満（目視） 2.850 2.710 2.00

OWP 5未満（目視） 2.656 2.710 2.26

IWP 5未満（目視） 2.581 1.999 1.86

OWP 5未満（目視） 2.376 2.429 1.90

健全 20未満 3未満 20未満 3未満

表層機能
保持段階

20以上40未満 3以上8未満 20以上40未満 3以上8未満

修繕段階 40以上 8以上 40以上 8以上

健全性
の基準

福岡
駐屯地

目達原
駐屯地
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図－3 平たん性（福岡駐屯地） 
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補強土壁における補強材の引抜き抵抗メカニズムに関する研究 
 

THE PULLOUT RESISTANCE MECHANISM OF REINFORCEMENT MATERIAL IN REINFORCED WALLS 
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キーワード：アンカー補強材，引抜き抵抗，模型実験，可視化 
（Anchor reinforcement, pullout resistance, model test, visualization） 

 
 

1．はじめに 

 
補強土構造物に関する技術は，さまざまな社会基盤整

備において広く利用されている．盛土材，アンカー補強

材，壁面材によって安定を保つ多数アンカー式補強土壁

は我が国で開発された工法であり，適用可能な盛土材の

種類も多く，信頼性ベースの限界状態設計法への円滑な

移行が期待されている． 
本研究では，多数アンカー式補強土壁の設計のうち，

両面にアンカーが敷設される補強土壁を対象とし，アン

カー補強材の引抜き限界状態に対する評価法の高度化を

目的として，三次元可視化模型実験を実施した．実験で

は，地盤内部および土中の補強材の挙動を観察するため，

透明土を用いた模型実験技術 1)を用いた．著者らが開発

した模型実験装置 2)をベースに，両面補強土壁における

アンカープレートの引抜き抵抗特性を観察できる実験シ

ステムを構築し，複数のアンカープレートの相対設置が

引抜き抵抗に及ぼす影響を検討した． 
 

2．アンカー補強材の引抜き可視化実験 

 

今回の模型実験の概要と実験装置を図-1 および図-2

に示す．用いた装置は，模型地盤の三次元変形場を観察

するためのアクリル製側壁を有する実験土槽と，両面補

強土壁の配置条件を考慮した３本のアンカー補強材模型

（以後，補強材）から２段目の補強材を所定の速度条件

で引抜くことができる載荷装置から構成される．実験土

槽の寸法は，幅590mm，高さ360mm，奥行き290mmで

ある．図-1に示すように，滑車を介して，変位制御方式

で鉛直上向きにワイヤーを引くことで，補強材を水平方

向へ引抜くことができる機構となっている．補強材は，

一辺が50mm，厚さ t=8mmを有するアクリル製の正方形

版状プレートと，直径 8mm，長さ 110mm のロッドで構

成される．ロッドの先端部の穴に直径 2mm のワイヤー

がつけられ，その末端は載荷装置に接続した．引抜き速

度は1mm/minとした． 
実験ケースは表-1に示す通りで，相対密度80%（密な

地盤）の地盤に対して実験を実施した．引抜く補強材の

100

590

360 300

載荷装置

b=h

ワイヤー

透明地盤
X

Z

地表面(z=0):

1.7b=85 b

50

℄

荷重計

上部固定補強材

下部固定補強材

引抜き補強材

 
(a)正面図 

℄ X Y=10~90mm
10mm間隔,9断面

290
Y

590
 

(b)上面図 

図-1 可視化模型実験の概要 
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設置深さzを200mm，固定した補強材の設置深さzは115，
285mm，鉛直方向および水平方向の補強材間隔を 85 お

よび50mmとした． 
透明地盤内の土中挙動を可視化するために，引抜き量

2mm ごとに載荷を停止し，図-2 に示したトラバーサを

利用し，土槽中央断面（Y=0mm）を基準とし，Y=10mm
から 90mm まで 10mm ごとにシートレーザー発生装置

（出力：5W）を移動させ，9断面の写真を撮影し，可視

化した． 
補強材の引抜き抵抗力と変位の関係を図-3に示す．引

抜き抵抗力は引抜き量の増加に伴い増加し，ある変位に

達すると抵抗力は降伏するが，その後も抵抗力は増大し

続けた． 
補強材の引抜きに伴う地盤の変形過程について，撮影

画像を用いて２次元 PIV 画像解析（ソフトウェア：

Flow-PIV）を実施し，断面ごとのトレーサー粒子の速度

場を解析した．解析では，初期状態と引抜き量 10, 20, 
30mm の画像を使用した．得られた各断面の二次元速度

場の一例として，Y=10mmの断面で引抜量20から30mm
における供試土の変位増分場を図-4に示す．ここで，図

-4中の黒色のベクトルは，トレーサー粒子の変位増分ベ

クトルであり，青線は補強材の初期位置および初期地盤

位置を，赤線は現行設計における引抜き抵抗メカニズム
3)をそれぞれ示している．図-4 より土中の拘束圧および

補強材の重なりの影響で，固定した上部補強材背面の浅

層地盤において変形が卓越したが，補強材で囲まれた領

域では，引抜き量に関係なく，補強材と拘束圧との影響

で，土の変形が拘束されることが明らかになった． 
 
3．まとめ 

 
本研究では，代表的な補強土壁のひとつである多数ア

ンカー式補強土壁を対象に，著者らが開発した模型実験

装置をベースに，両面補強土壁におけるアンカープレー

トの引抜き抵抗特性を観察できる実験システムを構築し，

複数のアンカープレートの相対設置が引抜き抵抗に及ぼ

す影響を検討した．その結果，補強材引抜き時の地盤挙

動として，三次元的破壊モードの可視化に成功し，両面

アンカーでは，アンカー補強材が囲まれた領域では土の

変位が拘束されることが明らかになった． 
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図-2 可視化実験システム 

 

表-1 実験ケース 
相対密度 Dr % 80 
プレート幅 B mm 50 
プレート高さ h mm 50 

補強材設置深さ:可動 z mm 200 
補強材設置深さ:固定 z mm 115, 285 
補強材間隔：鉛直方向  mm 85 
補強材間隔：水平方向  mm 50 
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図-3 引抜き抵抗力と変位の関係 
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図-4 観察された引抜き抵抗メカニズム 
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1．はじめに 

 
ボーリング調査は、建築物の基礎設計や地盤改良、地

下水調査など大規模な建設工事や地盤の安全性評価に不

可欠であり、また、採取した土のサンプルを用いて地質

の構成や土質の特性、支持力などを把握することができ

る基本的な調査である。調査は事業毎に実施されること

が多いが、一方で工事予定地以外での調査は調査用地の

確保が難しいなどの要因でボーリング情報が希薄になる

場合が多い。 

大阪平野部では基盤までの未固結層の層厚が 1,000m

を超え、地下400m以浅には海成粘土と砂層の互層が分布

する平野部および港湾部の建設工事には沈下問題や建設

時のトラブルが多発する．それらの問題を解決するため

には、多方面の学識者や実務者、公共事業を進める行政

が相互協力し、地下地盤の堆積状況の把握や特徴の取り

まとめが不可欠であり、互いのデータを示すことや既存

情報を活用することが有効であると考えられた．このよ

うな背景を抱え、1980年代半ばより、土質工学会関西支

部（現地盤工学会関西支部）の研究委員会が発足した．

これを発端に“関西陸域”と“大阪湾海域”の地盤情報

データベースの構築と地盤研究の活動が始まり、現在の

「関西圏地盤情報ネットワーク（KG-NET: Kansai 

Geo-informatics Network）」に至っている。 

本報告では、地盤情報（ボーリングデータ）と現地調

査を組み合わせることや地質学、応用地質学、地盤工学

を組み合わせた検討を行うことで、より正確な地盤性状

や地質断面図を作成することで地質リスクを抽出するこ

とが可能となった事例などを紹介する。 

2．関西地域の地盤による堆積場の特徴と地質地盤の検討

について 

 
 大阪平野部の地下には、海生粘土層と砂層が互層状に

分布するが、実際にボーリング調査を行うと、粘土と砂

が交互に分布する。建設工事の際に実施されるボーリン

グ調査では、構成粒子の大きさの違い（粘土や砂、礫な

ど）の区分と一定間隔で実施される標準貫入試験による

N 値の値を用いて数本のボーリングを用いて断面図を作

成することが多い。一般的に堆積物は、平野部では水平

に近い堆積構造を示すこと、新しい地層は上部に堆積し

ていくことを基本として、N 値と岩相を用いて断面図を

作成する。しかし、平野部であっても堆積構造は決して

水平構造ばかりではなく、活断層による地殻変動や河川

部における下方浸食などもあって、実際には複雑になる。

そのため、実際には、N 値と岩相だけで断面図を作成し

た場合、実地盤と異なる場合がある（図－1）。そこで、

広域的に堆積場の特徴を把握することと、ボーリング調

査時にサンプリングした土を用いて地質学的な検討を行

って、堆積年代が特定し、地層断面を作成すると、水平

に堆積していると考えていた地層が大きく傾斜している

ことが把握できる（図－2）。KG-NETでは、地域ごとの

地質特性や土質特性をまとめた「新関西地盤」を発刊し、

地域の表層地盤の基本情報を公表している。 
地質学的な検討とは、堆積環境を把握するための花粉分

析や微化石調査、堆積年代を把握することが可能な潜在

火山灰分析などが挙げられる。ただし、これらの分析結

果が揃っても、堆積場の環境変化と土粒子との関係を含

めた堆積学的知見などを総合して判断することになる。
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